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午前１０時００分 開議

○議長（小比類巻雅彦君） おはようござい

ます。

出席議員は定足数に達しておりますので、

会議は成立いたします。

─────────────────

◎ 選挙管理委員会委員長挨拶

○議長（小比類巻雅彦君） 会議に入る前

に、このたび三沢市選挙管理委員会委員長に

就任されました石岡裕通氏より、特に発言の

申し出ありますので、この際、発言を許しま

す。

○選挙管理委員会委員長（石岡裕通君） こ

のたび新しく三沢市選挙管理委員長に就任い

たしました石岡裕通です。

簡単に履歴をお話し申し上げます。

年齢は６５歳。三沢市で３８年間、歯科医

院を開業しております。三沢市の役職といた

しましては、情報公開審査委員、人権擁護委

員などを務めさせていただいております。

選管の委員長は全くの未経験でございます

ので、前任の方々の御意見あるいは御指導を

仰ぎ、務めさせていただきたいと思っており

ます。

特に、来年の参議院の選挙からは、公職選

挙法が改正され、選挙権を有する者の年齢が

満２０歳以上から満１８歳以上と引き下げに

なり、いろいろ混乱も生じるかとは思います

が、何とかこの大任を全うしたいと思ってお

ります。

今後ともよろしくお願い申し上げます。

（拍手）

─────────────────

○議長（小比類巻雅彦君） なお、本日、当

局より正誤表が提出されておりますので、印

刷してお手元に配付しております。御了承願

います。

それでは、これより本日の会議を開きま

す。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第１ 市政

に対する一般質問を行います。

お手元に配付しております市政に対する一

般質問一覧表のとおり進めます。

春日洋子議員の登壇を願います。

○１０番（春日洋子君） おはようございま

す。

１０番公明党の春日洋子でございます。通

告の順に従い、質問してまいります。

はじめに、行政問題の防災・減災対策につ

いてお伺いします。

日本の橋や道路、上下水道などのインフラ

は、日本の高度成長期に建てられたものがた

くさんあります。コンクリートの耐用年数は

５０年から６０年と言われており、寿命に達

したインフラが放置されたままでは、災害時

に重大な被害を及ぼしかねません。さらに、

多発する地震や台風、ゲリラ豪雨などの自然

災害により劣化や損傷が何倍にも加速してい

ると言われています。

このような道路や橋などのインフラの老朽

化が進む中、早期に異常を発見するインフラ

点検の重要性が高まっています。計画的で質

の高い点検によって、インフラのふぐあいを

いち早く見つけ、傷みが少ないうちに修繕を

繰り返す、予防・保全型の維持管理に結びつ

くからです。

特に、東日本大震災では、緊急輸送路や避

難ルート、重要港湾岸壁などで陥没が多発

し、被災地での救援・復旧活動が妨げられた

状況がありました。

このような現状から、人の命と暮らしを守

るために、重要ルートを総点検して、劣化、

損傷箇所を早期発見し、直ちに補修・補強す

る危機管理の考え方が重要となってまいりま

す。

さて、災害時に物資を運ぶ緊急輸送道路を

はじめ、病院や学校、福祉施設などの周辺道

路の安全確保は、防災・減災の上で重要課題

であります。

特に、道路の陥没は、路面下の空洞化に
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よって起き、陥没事故を未然に防ぐために

は、目視だけではわからない路面下の危険な

空洞を見つけ出す調査の実施が必要となりま

す。

私はこれまで、防災・減災対策についての

勉強会を重ねるごとに、本市における路面下

空洞調査の必要性を痛感しておりましたが、

去る１０月２１日、市内道路を路面下空洞調

査として、サンプル調査を実施していただく

機会を得ることができました。

空洞調査は、片道１.７キロの区間を往

復、空洞探査機を搭載した車両、スケルカー

を走らせながら、マイクロ波を使って実施さ

れました。そのサンプル調査の結果は、空洞

の可能性がある異常信号が確認されたのは５

カ所であるというものであり、大変驚きまし

た。

インフラは、人体と同じで、内部でも劣化

や損傷が進んでいるとのことであり、早期に

発見し、早期に対応することが重要です。

そこで、安全・安心のまちづくりの観点か

らも、路面の下に潜む空洞による陥没の危険

性について、事前に把握し、適切な対策を講

じるために、速やかに路面下空洞調査を実施

していくべきと考えますことから、本市の見

解をお伺いいたします。

次に、経済問題の三沢市農産物加工施設の

活用状況と特産物の開発状況及び普及促進に

ついてお伺いします。

三沢市農産物加工施設は、三沢市の特産品

であるゴボウ、ニンニク、ナガイモなどを調

理・加工・研究し、地域へ供給することで、

地産地消の実践、特産物の創出、食に対する

意識の向上などにつながることを目的とした

施設として設置されています。

そこで、１点目として、農業の振興と地域

活性化を図るために、これまでどのように活

用されているのかをお伺いします。

また、この施設の地産加工研究室には、フ

リーズドライにする真空凍結乾燥機や真空冷

却器、スーパーガスケトル、いわゆる回転

釜、水蒸気による蒸しと焼きを行うことがで

きるスチームコンベクションオーブン、ミキ

サー、野菜を千切りにする機械であるキンピ

ラー、パン焼き、ピザ、クッキー、ごぼう茶

の焙煎など、さまざまな用途に使われている

大型オーブンなどの機械が備えられており、

三沢産の農産物を利用した加工品をつくって

みたいと思っている方や、アイデアはあるも

のの加工する場所や設備がないという方に有

料で活用されています。

このことから、２点目として、地元農産物

を使った特産品の開発、保存食や加工品の研

究はどの程度進んでいるのかをお伺いしま

す。

また、３点目として、秘書課においては、

来客へごぼう茶でのおもてなしがなされてお

り、健康福祉部においては、部の会食の折に

ごぼう茶で乾杯をされていると伺っておりま

す。生産量日本一を誇る三沢市として、これ

まで以上に普及促進に努めることを望むもの

ですが、本市において、より一層特産品のゴ

ボウを普及させるために、どのような見解を

お持ちであるか、お伺いします。

次に、民生問題の高齢者免許返納優遇者特

典の導入についてお伺いします。

去る１０月、宮崎市の中心街で、７０歳代

の男性が運転する軽自動車が歩道上を暴走

し、７人が死傷しました。さらに、愛知県内

では、同じく７０歳代の男性が運転するワゴ

ン車が和菓子店に突っ込み、１２人が重軽傷

を負いました。

高速道路の逆走や信号無視による事故が相

次ぎ、７５歳以上による死亡事故の割合は増

加の一途をたどっており、認知症に限らず、

反射神経や認知機能の減退で、事故の危険性

が高まると言われています。高齢運転者の事

故防止が急務となっています。

対策の一つとして、運転免許の自主的な返

納も考えられていますが、返納に至るには、

丁寧な相談体制やきめ細かい公共交通網の整

備が大前提となります。

これに対応する動きが各地で始まっている

とされ、実際、タクシーや路線バス料金の割
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引制度など、多くの自治体で返納を促す施策

が展開されているためか、返納者は増加傾向

にあると言われている一方で、返納後の移動

手段は十分に確保されているかが最も重要と

なります。

特に、公共交通網が行き届いていない地域

では、自動車は欠かせませんし、生活上やむ

を得ず運転を続けている高齢者も少なくない

と思います。

そこで、本市では、これまでどのように警

察、各関係機関と連携し、検討を進めてこら

れたのでしょうか。また、高齢者免許返納優

遇者特典の導入について、市民から切望する

声が届いていることから、本市の見解をお伺

いします。

最後に、福祉問題の障害者就労施設製品等

の利用促進についてお伺いします。

今月３日から９日までは障害者週間でし

た。各地で障害のある方の社会参画を促すた

めの啓発活動が行われたとのことですが、障

害があっても自立し、共生できる社会づくり

を進めなければなりません。

障害のある人の自立した生活のために、経

済的な基盤の確立は不可欠であり、障害者就

労施設へ商品やサービスなどを発注すること

も、障害のある人の自立した生活の支援につ

ながります。

さて、平成２５年４月から施行された障害

者優先調達推進法は、地方公共団体に障害者

就労施設等から物品やサービスを優先的に調

達する努力義務を定めました。この目的は、

障害者就労施設等の受注の機会を拡大し、そ

こで就労する障害のある方の経済的な自立を

進めることです。

このことから、１点目として、本市では調

達方針をどのように定め、優先調達の推進に

取り組んでいるのかをお伺いします。

また、この１０月、私が個人研修で先進地

視察いたしました福岡県久留米市では、受注

機会拡大のため、「その仕事、障害者就労施

設等に発注できませんか？」と呼びかけ、市

内の障害者就労施設等の協力で提供できる品

目等を一覧にまとめ、物品等の内容と発注方

法を知っていただくことを目的に、カタログ

を作成し、個人や企業からの受注を促進して

います。

さらには、「知っていますか 障害者就労

施設」のテーマで、広報紙に６カ月連続で特

集を掲載、広報啓発活動やホームページへの

掲載など、障害者への理解を広く求める取り

組みを行っております。

このような取り組みが功を奏し、調達実績

は、平成２５年度の実績では３８件、７２６

万９,０００円から、平成２６年度は５４

件、９０４万７,０００円へと増加していま

す。

本市においても、先進的に取り組み、効果

を上げている自治体を参考にしていただき、

受注機会の拡大に努めていくべきと考えるも

のですが、その見解をお伺いします。

最後に、ヘルプカードの普及促進について

お伺いします。

ヘルプマークは、外見からはわからなくて

も、援助が必要な方が身につけるマークであ

り、助け合いの印です。

ヘルプカードを導入している自治体のヘル

プマーク使用者からは、次のような声が届い

ているとのことです。

外見から障害がわかってもらえないことは

恐怖であり、ストレスであり、社会に出る勢

いもなくなってしまう。弱い者に優しい国に

なってほしい。また、内部障害者が見た目で

わからないため、優先席に座っていると白い

目で見られる。それがなくなればいい。さら

に、ヘルプマークをつけたら、外に出る自信

が出たなどであり、また一方で、ヘルプマー

ク支援者からの声は、困っている人に声をか

けやすくなった。店舗にポスターを張った

ら、お客様が関心を持ってくれたなどの声が

寄せられています。

本市においても、障害者の理解を深め、つ

ながりのある地域づくりを目指すためにも、

障害や難病を抱えた人が必要な支援をあらか

じめ記しておき、緊急時や災害時などの困っ
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た際に提示して、周囲の配慮や手助けをお願

いしやすくするヘルプカードを導入すべきと

考えますが、本市の見解をお伺いします。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの春日

洋子議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） おはようございま

す。

ただいまの春日議員御質問の経済問題につ

いての第３点目、当市特産品であるゴボウの

普及対策については私から、その他につきま

しては担当部長からお答えをさせますので、

御了承願いたいと存じます。

三沢市のゴボウでありますが、流通の出荷

量は日本一を誇る代表的な当市の特産品の一

つであります。

現在、議員がおっしゃるように、市役所内

の健康福祉部では、今年度から会食の折、ご

ぼう茶で乾杯するなど、まずは身近なところ

から積極的な普及促進に取り組んでいるとこ

ろであり、私も市外から来客があった際には

ごぼう茶を勧めておるわけであります。そし

て、市議会におかれましても、行政視察対応

の際には、ごぼう茶でおもてなしをされてい

ると伺っております。

そのほか、県内外で開催される各種イベン

トにおいては、ゴボウ加工品の生産者ととも

に参加し、ＰＲに努めているほか、大阪府初

芝富田林高校文化祭などにおいて、ゴボウな

どの特産野菜を販売する、「三沢市農産物を

知って買ってもらい隊」の取り組み継続や、

マスコミ等の積極的な活用による情報発信、

さらには、三沢市の特産物を利用した加工品

開発や販路拡大について補助金を交付し、支

援する事業を行うなど、ゴボウ及びゴボウを

使った加工品の普及促進に幅広く取り組んで

おります。

今後ともゴボウの普及、加工品開発の促進

及び販路拡大に向けまして、より一層の情報

発信、ブランド力向上を視野に、積極的な支

援に努めてまいりたいと考えております。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） 経済部長。

○経済部長（山本 優君） 経済問題の三沢

市農産物加工施設の活用状況と特産品の開発

状況についてお答えいたします。

三沢市農産物加工施設は、地域の農産物を

給食や加工品に活用し、食に対する意識の醸

成、地産地消の実践及び特産品の創出を図る

ことにより、農業振興と地域活性化につなげ

ることを目的として設置され、平成２４年１

２月２５日に供用を開始しております。

御質問の第１点目、施設の活用状況につい

てお答えいたします。

当施設は、地元特産物を使った加工品の研

究・開発のため、施設内にある地産加工研究

室及び調理実習室を有料で御利用いただいて

おり、本格的に活動してからの利用件数及び

利用者数は、平成２５年度が７５件で延べ３

５２人、平成２６年度が１５４件で延べ６５

３人、今年度は、１１月末時点で８８件で延

べ４８４人の利用となっております。

また、利用者は，農業者や民間事業者、農

業・商業団体、市民団体、学校関係者、ＮＰ

Ｏ法人など多岐にわたり、ゴボウやナガイモ

といった野菜をはじめとする三沢の特産物を

活用した加工品の研究・開発のため幅広く利

用されております。

御質問の第２点目、地元特産物を使った加

工品の開発状況についてでありますが、これ

までに当施設を利用して幾つもの加工品が研

究・開発されております。

一例を挙げますと、三沢市商工会女性部の

ごぼうそばや、三沢市手をつなぐ育成会の三

沢ごぼう漬け、ピリ辛ごぼう、三沢市雇用創

造推進協議会の長芋ペーストなどがあり、そ

のほかにもごぼうチュロスやぬかのふりかけ

の開発、ゴボウ、ナガイモ、カボチャ等野菜

を１次加工した粉末を使った製品化の研究な

ど、商品化を目指し進められており、既に商

品化につながっているものも幾つかございま
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す。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 民生部長。

○民生部長（山本智香子君） 民生問題の高

齢者免許返納優遇者特典の導入についての御

質問にお答えいたします。

各都道府県の警察本部では、高齢者が無理

に運転を継続しなくてもよい環境づくりを推

進するため、運転経歴証明書を提示すること

によってさまざまなサービスを受けられる、

運転免許自主返納者支援事業の趣旨に賛同す

る、民間企業や自治体の協力を通じて展開し

ております。

当市では、これまで、県内各自治体の動向

や県外における各自治体の支援事業につい

て、その情報収集を行ってまいりました。

県内各市の状況といたしましては、むつ市

と青森市の２市が支援事業を実施しており、

他市については、現時点では支援事業を実施

する動きが見られない状況であります。

実施している支援事業の内容は、下北地区

５市町村で構成する下北地域公共交通総合連

携協議会が、平成２６年度から５,０００円

を上限に、バス切符または定期券の購入費用

を１人１回限りの助成を行っており、青森市

企業局交通部では、平成２７年度から１人１

回に限りバスカード５,０００円相当分の支

援を行っているところであります。

また、全国的には、多くの自治体で支援事

業が実施されており、運転経歴証明書の交付

に要する手数料１,０００円の助成に加え、

市営バス等の無料パス券や回数券の交付など

の助成が行われておりますが、その助成する

金額には各自治体により数千円程度から数万

円のものと大きな差があるなど、多種多様な

支援が行われている状況にあります。

このようなことから、当市といたしまして

は、高齢者の運転免許自主返納制度の意義を

十分踏まえ、当市の実情に即した効果的な支

援策が実施できるよう鋭意取り組んでまいり

たいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（小泉富男君） 福祉問題の

第１点目、障害者就労施設製品等の利用促進

についてお答えいたします。

調達方針と、その推進に対する取り組み状

況についてですが、平成２４年６月に制定さ

れた国等による障害者就労施設等からの物品

等の調達の推進等に関する法律、いわゆる障

害者優先調達推進法は、障害者が自立した生

活を送れるよう障害者雇用を支援するための

仕組みの一つとして、国や地方自治体が障害

者就労施設等からの物品等の調達を優先的に

推進することを目的とし制定され、この法律

の中で、市町村は毎年度、当該年度の予算及

び事業の予定などを勘案して、障害者就労施

設等からの物品等の調達を図るための方針を

作成しなければならないこととされておりま

す。

当市では、平成２５年度から物品等の調達

方針を定めるため、各部署に対し、調達の種

類、内容、数量などを照会し、集計したもの

を当該年度の調達目標として定めておりま

す。

また、その年度終了後には、物品等の調達

実績の概要を取りまとめ、調達実績の総額な

どを公表いたしております。

優先調達の推進に対する取り組みといたし

ましては、障害者就労施設等から調達可能な

物品及び役務などの情報を収集し、その情報

を各部署に示し、発注を促してきたところで

ございます。

今年度の主な発注といたしましては、敬老

会の記念品や健康フェアの抽せん会用におけ

る景品、あるいは火葬場の除草作業や保健相

談センターの環境整備など、積極的な発注を

しているところであります。

また、来年度につきましては、このほかに

新たな発注を予定しており、年々調達実績を

ふやしているところでございます。

続きまして、受注機会拡大のため、カタロ

グの作成や広報紙への掲載などについての受

注促進に対する本市の見解についてお答えい
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たします。

現在、青森県では、県のホームページに県

内全体の障害者就労施設ごとの物品等の供給

可能リストを掲載しており、受注促進のため

の周知を図っているところでございます。

当市といたしましても、希望する障害者就

労施設等から物品等の供給可能リストに関す

る情報を収集し、来年度から広報紙や市の

ホームページへ掲載したいと考えておりま

す。また、カタログの作成につきましても実

施してまいりたいと考えております。

障害就労施設製品等の利用促進について

は、以上でございます。

続きまして、福祉問題の第２点目、ヘルプ

カードの普及促進についてお答えいたしま

す。

ヘルプカードについては、平成２６年第１

回定例会でも御質問がございましたが、その

ときの答弁といたしましては、一市町村だけ

の狭い範囲ではなく、広域的に活用できるよ

うな方策をとることも重要視されているた

め、県の方針や実施する市町村の動向を見定

めながら、作成に必要な事項について調査・

研究してまいりたいといった内容の回答をい

たしております。

その後におきましては、市として想定され

る対象者数や基本的な記述内容などをどのよ

うにしたらよいか、調査・研究してきたとこ

ろでございます。

こうした中で、現在、青森県がヘルプカー

ドの事業化を前向きに検討しているとの情報

をいただいており、県が主体的に実施するこ

とで、県内市町村における広域的な取り組み

が期待できるものと考えております。

当市といたしましても、いつ発生するかわ

からない災害などに備えるためにも、ヘルプ

カードの導入は効果的であると考えておりま

すことから、今後の県の動きに従い、歩調を

合わせながらヘルプカードの導入を図ってま

いりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 建設部長。

○建設部長（高橋常幸君） 行政問題の防

災・減災対策についてお答えいたします。

市民生活に密着した道路の維持管理は、市

民全ての方々が安心・安全に暮らす上で重要

と考えております。

特に、災害時に物資等を運ぶ緊急輸送道路

は、防災拠点を連絡する非常に重要な路線で

あり、病院及び学校等の周辺道路を含め、そ

の安全性の確保の重要性は認識しておりま

す。

当市では、市道認定している約３７０キロ

メートルの道路を管理しており、そのうち約

８０キロメートルは幹線道路に指定されてお

ります。また、当市が管理する緊急輸送道路

は４.４キロメートルとなっております。

緊急輸送道路を含めた市道の安全性の確保

につきましては、これまで、主に市職員のパ

トロールや舗装の劣化度を把握するための路

面性状調査等に基づき、計画的に施設の補修

を行うとともに、危険箇所につきましては、

その都度補修を行うなど、道路の安全確保に

努めているところです。

当市では、これまで路面下空洞が原因の大

規模な陥没が発生してきていなかったことか

ら、空洞調査は実施してきておりませんでし

た。しかしながら、路面下空洞調査は、道路

を開削することなく路面下の状況を把握でき

るなど、路面陥没事故の未然防止、防災・減

災の観点からも有効であるものと考えており

ます。

今後におきましては、国、県等が行ってい

る調査状況を参考にするとともに、国の交付

金等の活用による計画的な調査の実施につい

て検討してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 春日議員。

○１０番（春日洋子君） 御答弁ありがとう

ございました。

それでは、再質問をさせていただきます。

はじめに、行政問題の防災・減災対策につ

いて再質問させていただきます。

ただいま建設部長からも御答弁いただきま



― 15 ―

した。検討していくということではございま

したけれども、再度申し上げさせていただき

ます。

青森県は、今年度から災害時のネットワー

ク機能を確保するため、路面下空洞調査を５

カ年計画で約２,１００キロ実施することを

決定しています。

また、部長の御答弁の中にもございました

とおり、国においても２０１３年１月、防

災・減災を推進する予算制度が成立されてお

ります。防災安全交付金として、路面下空

洞・道路・橋床板の調査費と補修費の５５％

が交付金対象となったことから、これを受け

まして、全国の自治体でも路面下空洞調査の

総点検に乗り出す動きが広まっているという

ふうに認識しております。

私は、これまでたびたび、路面下空洞調査

についての勉強会を重ねてまいりました。幸

いこの１０月に、本市の一部区間ではありま

すけれども、市道の路面下空洞調査として、

サンプル調査を行っていただきました。

この空洞調査は、通常の走行道路の妨げに

ならないように、速度は時速６０キロで走行

する車から路面にマイクロ波を照射して、地

中を透かすように計測する技術で、例えば私

たち人の体の異常を発見するスキャンのよう

に、道路下の空洞や橋などの劣化箇所を発見

できるスケルカという調査でありました。

１.７キロの区間で何と５カ所の空洞の可

能性があるという調査結果をいただきまし

て、私一人が驚くことではなかったというふ

うに思っております。建設部長にも早速お届

けをさせていただきました。

そこで、市長、建設部長にお渡ししました

サンプル調査の７枚にわたる調査表をごらん

いただきましたでしょうか。この調査表をご

らんになっていなくても、情報として、調査

結果で空洞の可能性があるという結果が出た

わけですので、調査結果をどのように市長と

しては受けとめられたのでしょうか。

また、探査車のスケルカーという調査の車

でありますけれども、空洞調査の有効性をど

のように認識されているのか、市長の御見解

をお伺いさせていただきます。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

用紙は見ておりませんが、概要について報

告を受けております。

しかし、内容については、議員おっしゃる

ように、そういう５カ所の問題が出ておりま

すので、びっくりしたわけでありますが、再

度綿密な調査をしながらやる必要があるのか

なと、そんな思いをしながらも、やはり一旦

事故が起きますと大変なことになりますの

で、慎重に対応してまいりたいと、このよう

に思っております。

以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） 春日議員。

○１０番（春日洋子君） 市長より、再質問

に係る御答弁ありがとうございました。

先ほどの建設部長の御答弁にありますとお

り、検討いたしますということでありまし

た。私は、これまでさまざまな検討という言

葉を伺ってまいりましたけれども、前向きが

ついていない。ですけれども、市長からは、

前向きにということがありましたので、少し

ほっといたしました。

ぜひ市長、建設部長にお願いでございま

す。これは大変重要な参考資料になるもので

はありませんか。このように丁寧に、きめ細

かに実態をこういうふうに調査していただけ

る機会を得るということは、三沢市にとって

これからの大きな財産でありますし、これか

らの大きな糧になるものと私は確信している

ものでございます。

そこで、私たちの体に置きかえてみます

と、私たちが生涯、三沢市も健康都市宣言を

いたしました。健康寿命ということで叫ばれ

て久しいわけでありますけれども、私たち本

人、また、大事な家族、身内の周りの方々が

健康診断を受けました、異常が見られまし

た、これを放置するということはございませ
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ん。早速、しかるべき再検査をしたり、ま

た、医師からのアドバイス等々で治療が必要

であれば、そのようなことにも対処していく

わけです。これがやはり命、私たち一人一人

には大事な命があります。そしてまた、行政

も市民の皆様の命を預かって、暮らしを安全

にするための責務があるというふうに思って

おります。

インフラの劣化・損傷で万が一にも事故が

起きれば、人の命にかかわるということは明

確でございますので、三沢市において、速や

かに路面下空洞調査を実施する、前向きに実

施する、具体的な検討をしていく、このよう

に私は受けとめさせていただきたいと思いま

すけれども、この認識でよろしいでしょう

か。再度、再々質問をさせていただきたいと

思います。よろしくお願いいたします。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

建設部長。

○建設部長（高橋常幸君） 防災・減災対策

の再質問にお答えいたします。

先ほど空洞調査の実施につきまして、前向

きに検討していくかどうかという再々質問で

ございますけれども、今までも道路状況等の

調査につきましては、先ほど答弁させていた

だきました路面性状調査や橋梁の長寿命化計

画、それから道路照明や道路標識等の施設の

点検等も実施しております。それに含めまし

て、今後は、先ほどの空洞調査等も実施して

いく方向で検討してまいりたいと考えており

ます。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 春日議員。

○１０番（春日洋子君） 再々質問に係る御

答弁ありがとうございました。どうぞよろし

くお願いいたします。

次に、経済問題の三沢市農産物加工施設の

活用状況と特産品の開発状況及び普及促進に

ついて再質問させていただきます。

経済部長からの御答弁で、１番、２番の質

問につきましては、これまでの活用状況並び

に特産品の開発、さらにまた、うれしいこと

に商品化もなされているということの研究の

進捗状況を理解することができましたので、

再質問はございません。今後、より一層の利

活用を期待するものです。

再質問は、３番の質問をさせていただきま

す。三沢市の特産品であるゴボウを広く普及

させる対策についてという観点から再質問さ

せていただきます。

私が、昨今、（自席よりチラシを掲示しな

がら）皆様、大変かわいいチラシでございま

すね。こちらは茨城県小美玉市での取り組み

でありますけれども、「乳製品で乾杯！」と

いうふうに、とてもかわいい、こういうよう

なアピールの用紙をホームページで検索させ

ていただきました。

茨城県の小美玉市では酪農が盛んなところ

です。そして、小美玉市での地元のおいしい

乳製品をアピールしていこうという取り組み

が、平成２６年１２月に乳製品で乾杯を推進

する条例を制定されたということでありまし

た。地元産の乳製品を大いにアピールしよう

ではないか、県内外の方に広くアピールをす

る取り組み。この一つの発端として、乳製品

の普及促進、健康増進、地域振興を大いに

図っていこうという取り組みでございます。

そこで、私も先ほども御紹介させていただ

きました健康福祉部の取り組みが、非常にあ

りがたい、うれしい取り組みではないかなと

いうふうに思いました。三沢市においても、

日本一のゴボウの産地として、よりアピール

する、また、普及促進活動、特産品の開発を

さらに加速させていくという意味からも、例

えば本市においても、ごぼう茶で乾杯を推進

する条例という、こういう制定をするお考え

はありませんでしょうか。このことについて

御見解をお伺いいたします。

○議長（小比類巻雅彦君） 経済部長。

○経済部長（山本 優君） ただいまのごぼ

う茶で乾杯を推進する条例を制定する考えは

ないかということについてお答えいたしま

す。

三沢市には、ゴボウ以外にもナガイモやニ
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ンニクなどの農産物、スルメイカやホッキ

貝、ヒラメなどの水産物、そのほかブランド

ポークなどたくさんの特産品がございます。

そして、これらを生かした加工品の開発が企

業や団体等において、今まさに行われている

ところであります。

三沢市としても、その開発を促進するた

め、特産品開発促進補助金や仕事づくり支援

補助金などにより、積極的に後押しするとと

もに、開発された商品のＰＲや販路拡大につ

いても、生産者とともに取り組んでいるとこ

ろであります。

ただいまのごぼう茶で乾杯を推進する条例

の制定については、制定することで、ごぼう

茶をはじめとするゴボウ商品の開発や販売促

進に一定の効果があるものと考えますが、一

方で、ゴボウをトップランナーと決めること

で、その他の商品の開発の弊害にもつながる

ことが考えられます。

現段階では、これら新商品の開発状況、ま

た、他自治体においても、ただいま出ました

ように、地元特産品である乳製品、また、全

国的には、日本酒などを中心に乾杯条例が制

定されているところでありますが、その制定

効果などを勘案しながら、個人の嗜好にもか

かわることでありますので、今後、慎重に検

討してまいりたいというふうに考えておりま

す。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 春日議員。

○１０番（春日洋子君） ただいまの再質問

に係る御答弁に関しまして、再々質問をさせ

ていただきます。

非常に、少し失望したというのが率直な感

想でございます。弊害ですとか、弊害はあり

ようがないというふうに思うのです。もちろ

ん個人の嗜好ですので、例えばこちらの小美

玉市でも、何が何でも乳製品で乾杯しようで

はないかということではありません。それ

は、経済部長ももちろん申し上げるまでもな

く承知の上だと思いますけれども。

例えば、私たちもいろいろな場面に行きま

す。やはり日本酒で乾杯をしよう。ですけれ

ども、口はつけても含まないとか、その折々

に、個人個人が適切な対応をしているわけで

ございますので、それは決して弊害にはなら

ない。私は逆だと思っているのです。

このごぼう茶だけだとは誰も思わないと思

うのです。ここをきっかけにして、三沢市に

は生産量日本一、すごいな。でも、またほか

にももっとたくさんあるのだろうなと、こう

いう広がりが出るのではないかというふうに

私は思うのです。狭い了見だというふうに

思っておりますので、これは何が何でもとい

うふうな無謀な思いではありませんけれど

も、大いにアピールする一つの手だてとして

有効的ではないかというところから、残念な

がらそこの思いが食い違っている。

そのように思いましたけれども、経済部長

からもう一度答弁をお願いいたします。

○議長（小比類巻雅彦君） 経済部長。

○経済部長（山本 優君） ただいま出まし

たように、弊害はないのではないかと、効果

は大きいけれども、弊害はそれほどないので

はないかということでございます。

私もごぼう茶をはじめ、いろいろなゴボウ

の商品開発に、企業、そして団体と一緒に取

り組んでおります。そのような意味で、推進

を図っていきたいという思いは誰よりも強い

と思っております。その中で、いろいろな商

品開発を踏まえながら、ゴボウの推進、ま

た、ほかの商品化の推進、これらを図ってま

いりたいというふうに思っておりますので、

御理解いただきたいと思います。

以上です。

○議長（小比類巻雅彦君） 春日議員。

○１０番（春日洋子君） 再々質問に係る御

答弁ありがとうございました。

次に、民生問題の高齢者免許返納優遇者特

典の導入について再質問させていただきま

す。

先ほど民生部長からの詳しい御答弁をいた

だきまして、より深く理解をさせていただき

ました。ありがとうございました。
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私も、今後、導入する方向で、何かしらで

きるところ、さまざまな御答弁の中でも、各

自治体の多種多様な取り組みがなされている

ということも承知させていただきましたけれ

ども、どうか三沢市ができるところ、私はは

じめの一歩が大事だと思うのです。

大きな取り組みではなくても、そのきっか

けですので、それは予算のことを申し上げた

ら失礼ですけれども、例えば５００円でも

１,０００円でも、話題に、一つのきっか

け、思いをそこにぽんと乗せてあげられるか

どうかということの私の願いであります。

そのことも踏まえまして、大変申しわけあ

りませんけれども、もう一歩、民生部長から

仮にこの場でお伝えできるものがあれば、例

えば三沢市でこういうことができるのではな

いか、また、さらには、導入に当たってはど

ういう時期が望ましいのかなというような、

そういうイメージをお持ちかどうか、参考に

お聞かせいただきたいと思います。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

民生部長。

○民生部長（山本智香子君） ただいまの春

日議員の再質問にお答えいたします。

先ほど御答弁の中でも申し上げましたが、

他自治体の支援策といたしましては、自家用

車にかわる交通手段として、バスの利用に関

する助成、支援等が大半を占めている状況で

あります。

このことから、三沢市でもその第一歩とい

たしまして、当市の支援策としては、バスの

利用に係る支援を中心に具体的な検討をして

まいりたいと考えておりますが、時期的なこ

とに関しましては、現時点では明確にはお答

えすることはできませんが、十分当市の実情

に即した支援策を精査いたしまして、まとま

り次第に実施の方向でいきたいというふうに

考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 春日議員。

○１０番（春日洋子君） 民生部長の御答

弁、大変ありがたく思いました。三沢市の実

情に合わせてというのはもちろんのことです

ので、どうぞ早い時期に、急がせるわけでは

ありませんけれども、待ち望んでいる方もい

らっしゃるということをお伝えさせていただ

いて、お待ちしたいと思います。よろしくお

願いいたします。御答弁ありがとうございま

した。

それでは最後に、福祉問題の障害者就労施

設製品等の利用促進について再質問させてい

ただきます。

１番の質問に対しての御答弁で、三沢市も

しっかりとした調達方針を定めて、推進に取

り組んでいらっしゃった。大変ありがたいこ

とだというふうに思っておりました。

私も先ほど、個人研修で訪れた東久留米市

の調達実績を御紹介させていただきましたけ

れども、もしこの場で、三沢市の数年間の調

達実績がわかりましたら、ぜひこの場でお知

らせいただけるかどうか、お願いしたいと思

います。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

健康福祉部長。

○健康福祉部長（小泉富男君） 障害者優先

調達についての再質問にお答えいたします。

調達実績の詳細についてでございます。平

成２５年度は３件、調達額は３万６,６１３

円。調達内容といたしましては、ディスク

ネームプレートの作製手数料と、それと購入

費で、これが２万９,０００円。それから、

保健相談センター内の除雪作業、これが７,

６１３円でございます。

それから２６年度、件数は３件でございま

す。調達額は５０万７,２００円。調達内容

といたしましては、火葬場の除草作業でござ

います。２８万円。それと敬老会の記念品、

２２万６,８００円。ディスクネームプレー

トの作製手数料、４００円となっておりま

す。

それから２７年度でございます。これは５

件。調達予定額といたしましては６３万３,

２００円。調達内容といたしましては、火葬

場の除草作業が２８万円、敬老会の記念品が
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２３万２,２００円、ディスクネームプレー

ト作製手数料が９,０００円、保健相談セン

ターの環境整備が７万２,０００円、健康

フェアの景品が４万円というふうになってお

ります。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 春日議員。

○１０番（春日洋子君） 再質問に係る御答

弁ありがとうございました。

徐々にふえているということは大変喜ばし

いことだと思っております。先日も国際交流

教育センターに伺いましたところ、課長の思

いで、あちらの施設内の除草作業を障害者施

設のほうに依頼して、少しでも役務の面での

発注を取り組んでいるといううれしい情報を

得まして、大変このことが職員の中にも広

まっているというふうには認識はさせていた

だいておりましたけれども、私も再度、久留

米市の取り組み、参考にですけれども、必ず

しもこのとおりやるべきだというふうには

思ってはいないものの、やはりこういう意識

を高めていくということが大事だというふう

に思っておりまして、さらにという意味で、

全く意識を持っていないということまでは

思っておりませんけれども、久留米市の取り

組みは、市役所内部の事務職員、各課がござ

いますね、総務の職員をメンバーとして、例

えば障害者優先調達推進連絡会議、このよう

なことを開催して、積極的に推進していると

いうことでありました。

これにこだわるものではございませんけれ

ども、例えば意識の向上という点で、こうい

うことを参考にした、今後の取り組みに生か

せるものはないかなという思いから、このこ

とについて再質問させていただきたいと思い

ます。よろしくお願いいたします。

○議長（小比類巻雅彦君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（小泉富男君） 再質問の優

先調達の意識を高めるための全庁的な取り組

みについてでございますが、三沢市では、当

初予算の編成に当たりまして、予算編成の留

意事項ということで、政策財政部長から各部

署に対し通知文を出しております。

その通知文書の説明内容でございますが、

障害者優先調達推進法に基づき、市内の障害

者就労施設において提供できる役務などの一

覧を参照し、該当する業務等がある場合は、

家庭福祉課と協議の上、予算要求をするよう

にという内容の項目を入れ、各部署に対し周

知を図っております。

今後のさらなる推進につきましては、調達

推進会議等の設置など、先進事例の取り入れ

を各関係部署と協議してまいりたいと考えて

おります。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、春日洋

子議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

太田博之議員の登壇を願います。

○８番（太田博之君） ８番みさわ未来の太

田博之でございます。

それでは、通告に従いまして一般質問をさ

せていただきます。

はじめに、行政問題、三沢市総合振興計画

後期基本計画の検証について伺います。

市民の皆様には既に御承知のとおり、平成

２０年３月に、平成２０年度から平成２９年

度までを計画期間とした三沢市総合振興計画

が策定されました。

そして、平成２５年３月には、同後期基本

計画が策定され、６本の柱を軸に、それぞれ

の施策が着実に実施されてきております。

また、後期基本計画とあわせ、平成２５年

３月には、第２次三沢市行政経営推進プラン

が策定され、管理から経営へ、いわゆる行政

が一方的に行政運営を進めるのではなく、新

しい形の公共の概念のもと、市民をはじめ多

様な主体に行政活動へ参加してもらい、お互

いに協力しながら魅力あるまちづくりを進め

てきています。まさに種市市長のマニフェス

トのキーワード、市民参画と協働が着実に成

果を上げてきていると思います。

そうした中、先ほど紹介した第２次三沢市

行政経営推進プランがどのように反映されて
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きているのでしょうか。そこで、今回、市民

参画という視点で、検証の実態について取り

上げたところでございます。

同プランでは、後期基本計画を推進するに

当たり、「市民の立場と経営の視点に立った

成果重視の行政経営を推進し、社会の変化に

適切に対応する持続可能な行政運営を実現す

るために、振興計画のＰＤＣＡサイクルに連

動した財政・予算、人事・組織のマネジメン

トサイクルを推進します」とあります。

私は、ＰＤＣＡサイクルを回す上で一番重

要なことは、Ｃのチェック、いわゆる評価で

あると思っております。実行した結果が、望

むものだったか、そうでないかを調べて、よ

しあしを判断します。そこが曖昧であれば、

アクション、いわゆる改善が行われることは

大変難しくなります。

とりわけ、内部評価だけではなく、客観的

な視点から評価されることが必要不可欠であ

ります。すなわち、このことは、同プランに

おける外部有識者等による検証の実施であ

り、市民アンケート調査等の実施であると思

います。

御承知のとおり、後期基本計画の策定に関

しては、平成２４年２月に市民アンケート調

査の結果とあわせ、三沢市行政改革推進委員

会が継続的に事務事業の外部評価を積み重ね

てきたことが、後期基本計画の各事業へ生か

されていることはもちろん、前期にはなかっ

た数値目標が後期基本計画へ明確に示された

ことは高く評価されるところです。

そのような中、外部有識者等による検証の

実施を担う三沢市行政改革推進委員会がこれ

まで相当数の時間をかけ討議してきた報告書

が、ＰＤＣＡサイクルを回す過程で、どう

いったプロセスでマネジメントサイクルへ連

動してきたのでしょうか。

平成２７年度の報告書の提出が今年１２月

となっていることから、２点お伺いいたしま

す。

１点目は、後期基本計画の実施に伴う検証

がどのように進められてきているのか伺いま

す。２点目は、その検証結果が今後どのよう

に生かされていくのか伺います。

次に、行政問題の２点目、まち・ひと・し

ごと創生三沢市総合戦略について伺います。

現在、国は、まち・ひと・しごと創生総合

戦略を、一つ、地方における安定した雇用を

創出する。二つ、地方へ新しい人の流れをつ

くる。三つ、若い世代の結婚・出産・子育て

の希望をかなえる。四つ、時代に合った地域

づくり、安心な暮らしを守るとともに、地域

と地域を連携する。以上の四つの基本目標を

掲げ、地方創生に取り組んでいます。

現在、地方版総合戦略の策定が、２０１５

年度から２０１９年度の５年間を計画期間と

して、全国の自治体で進められ、先月、１１

月１０日は、先駆的事業分の交付対象事業決

定し、県内においては、県と１４市町村が申

請した３４事業全てが採択されたところであ

ります。

また、１０月末現在、全自治体の４３％に

当たる３８都道府県と７２８市町村の計７６

６自治体が戦略をまとめたと報道されまし

た。さらに、１２月末までに３１３自治体、

来年３月までに、３自治体を除く全ての自治

体が策定される予定となっており、当市にお

いても、３月中旬をめどに策定することに

なっています。

そうした中、１１月３０日に第１回目とな

る三沢市総合戦略推進会議が開かれ、雇用確

保、定住・交流人口増、結婚・出産・子育て

支援、特色ある地域づくりの４項目から成る

構成案が示されたと聞き及んでおります。

また、総合戦略を策定する上で欠かせない

人口ビジョンの中間報告の合計特殊出生率を

１.７９から２.１にすることを想定し、２０

４０年の将来人口を、国立社会保障人口問題

研究所の推計より７,０００人多い、約３万

６,０００人と提示したとのことでありま

す。

私は、地方版総合戦略の肝は、地域の特性

をいかに生かすかであり、まちの長期ビジョ

ンの策定のチャンスであると考えます。
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国は、これまでの地方への施策の検証を、

府省庁制度の縦割り構造、地域特性を考慮し

ない全国一律の手法、効果検証を行わないば

らまき、地域に浸透しない表面的な施策、短

期的な成果を求める施策と、従来のこれまで

の国の施策の評価を下しております。

先ほどの質問事項でも取り上げた国のＰＤ

ＣＡサイクルでのチェック、評価がようやく

機能したのであります。遅きに失した感は否

めませんが、いよいよ地方の時代です。

地方版総合戦略における青森県内の１０市

の状況は、青森市、弘前市、八戸市、むつ

市、五所川原市の５市が策定済み。平川市、

黒石市は素案を公表済み。十和田市、つがる

市、そして当三沢市が策定中であります。

そこで、２点について伺います。

１点目、三沢市総合戦略の進捗状況につい

て伺います。２点目、同総合戦略における方

針・概要について伺います。

以上で、私の一般質問を終わります。

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの太田

博之議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの太田議員

御質問の行政問題の、まち・ひと・しごと創

生三沢市総合戦略素案については私から、三

沢市総合振興計画後期基本計画の検証につき

ましては政策財政部長からお答えをさせます

ので、御了承願いたいと存じます。

三沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略

は、国の総合戦略、県の地方版総合戦略を勘

案しながら、平成３１年度までの政策目標

や、当市の特色を生かした具体的な施策を取

り入れる形で、現在、策定を進めておりま

す。

御質問の第１点目、三沢市まち・ひと・し

ごと創生総合戦略の進捗状況でありますが、

本年６月２２日に私を本部長とした三沢市ま

ち・ひと・しごと創生本部を立ち上げまし

た。

そして、その本部会議におきまして、策定

方針を決定し、８月１０日には策定指針にか

かわる三沢市まち・ひと・しごと創生総合戦

略等策定支援業務の委託契約をいたしまし

た。

その後、１０月には総合戦略策定のための

アンケート調査を実施し、１１月３０日に、

市民、産業界、官公庁、教育機関、金融機

関、労働団体、メディアなどの有識者の方々

で構成する、三沢市総合戦略推進会議の第１

回会議を開催したところであります。

この会議では、当市の基本目標の案や人口

ビジョンの中間報告を行い、委員の方々か

ら、雇用の確保や定住施策の充実などの御意

見をいただいたところであります。

次に、御質問の第２点目、三沢市まち・ひ

と・しごと創生総合戦略の方針であります

が、現在、策定中の三沢市人口ビジョンにお

いて、当市における人口の現状と２０６０年

までの中長期展望を見据え、合計特殊出生率

２.１％を視野に入れた形で検討を進めてい

るところであります。

総合戦略の基本目標の案でありますが、議

員のお話にもありましたように、新たな産業

創出への支援をはじめとした安定した雇用の

確保、移住・定住希望者への情報提供や支援

をはじめとした定住・交流人口の増加、子育

てがしやすい環境づくりをはじめとした、結

婚・出産・子育ての支援、国際色を生かした

特色ある地域づくりの４項目を総合戦略の柱

に据え、当市の特色を生かした施策を盛り込

みながら、この策定を進めていく方針であり

ます。

今後のスケジュールといたしましては、年

内に総合戦略推進会議の委員の方々に素案を

提示したいと考えております。その後、議員

の皆様からの御提案をいただくとともに、パ

ブリックコメントの実施によりまして、広く

市民からの御意見を反映させながら３月の策

定完了を目指してまいりたいと考えておりま

す。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部長。
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○政策財政部長（大澤裕彦君） 行政問題の

第１点目、三沢市総合振興計画後期基本計画

の検証についてお答えいたします。

当市では、平成２０年３月に平成２９年度

までを計画期間とする三沢市総合振興計画を

策定して以来、市民との協働によるまちづく

りを進めるとともに、より効率的で効果的な

計画の推進体制を構築するため、行政管理か

ら行政経営という考え方のもと、ＰＤＣＡに

よるマネジメントサイクルを推進してまいり

ました。

そのＰＤＣＡサイクルのＣ――チェックで

すが――に該当するものとして、計画の進捗

状況などについて、評価・検証を行い、その

結果を予算や事業に反映させるという形で、

これまで継続して実施してきております。

御質問の第１点目、検証がどのようにされ

てきているのかについてお答えいたします。

評価・検証の方法として、前期基本計画に

おいては、主に事務事業に焦点を当てた評価

を実施しておりましたが、後期基本計画は、

幾つかの予算や事業により構成されている施

策ごとに課題を整理し、具体的な目標・指標

を設定しておりますことから、主に施策単位

での検証を実施しております。

具体的には、まず、担当課が事業実績や目

標・指標の達成状況などによる内部検証を行

い、その内部検証を踏まえ、学識経験者や公

募の市民などにより構成されている三沢市行

政改革推進委員会に外部検証をお願いしてお

ります。

後期基本計画における評価・検証といたし

ましては、昨年度と今年度の２カ年で、六つ

の基本方針について委員会の皆様に外部検証

を行っていただいたところであります。

今後におきましては、総合振興計画を総括

していくという観点に立ち、政策レベルでの

検証を見据えながら推進してまいりたいと考

えております。

御質問の第２点目、検証結果を今後どのよ

うに生かしていくかについてお答えいたしま

す。

内部検証及び外部検証の結果につきまして

は、市長を筆頭とした行政経営会議を踏まえ

た上で事業に反映していくというサイクルで

取り組んでおります。

今年度につきましては、既に行政改革推進

委員会における外部検証が実施済みであり、

近く公表する予定でありますが、来年度以降

の事業推進に反映されるよう検討を進めてい

るところであります。

今後は、総合振興計画を総括する時期とな

りますので、政策レベルの検証を実施し、基

本理念である「人とまち みんなで創る 国

際文化都市」のさらなる進展のため、鋭意取

り組んでまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 太田議員。

○８番（太田博之君） それでは、質問順に

再質問をさせていただきたいと思います。

まず、行政問題の１点目の１、後期基本計

画の実施に伴う検証がどのようにされている

のかについて再質問いたします。

今、政策財政部長のほうから、内部評価を

行い、外部評価をきちんと三沢市行政改革推

進会議で行っている。私も委員の方から

ちょっと、各ホームページにも掲載されてい

るのですが、ちょっとコピーの量が多いの

で、節約して委員の方から借りてきましたけ

れども、相当数細かく、各課の課長さんが事

務事業を抜粋してやっている。多分全ての事

務事業ということになると、１,０００以上

になるかと思いますけれども、約五、六百の

事業が３本の柱ごとに、２６年度、２７年度

ということで実施されているというのは承知

をしています。また、きちんと報告書も提出

をされ、ホームページにも掲載されておりま

す。

私もかつて、議員の前には行革の委員に籍

を置いていましたので、中身自体はきちんと

されておりますし、今、さらに項目に絞っ

た、六つの柱に絞った後期基本計画の中での

チェックがされている。

先ほど壇上でも言いましたけれども、後期
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基本計画には、きちんと数値目標が載ってい

ますので、数値目標をきちんとあらわすこと

で、いわゆるチェックの内容がより濃くなっ

てくる。いわゆる成果がきちんと見える。ま

た逆に、そうでないものもきちんと今わかっ

てきている。

ですから、私は、この評価のプロセスに関

して、改めてこの場で、市民の皆様に御理解

をいただくという意味も含めて、今回は質問

したのですけれども、一番の趣旨は、確かに

こういう検証シートがホームページに載って

いる。こういう形できちんと報告されて、検

証されているのだなと。そして、報告書もき

ちんと出て、各項目ごとに、９項目から１０

項目程度、各それぞれコメント、評価が出さ

れている。

しかし、この報告書が次年度に、先ほど

言ったように、これは二つにかかわるのです

けれども、どうも見えにくいのではないかな

と思うのです。検証シート、報告書、そして

結果があるわけです。アクションに移る。今

もホームページ上で、この推進委員の方々の

議論の過程が見えてこない。私は、やはりそ

ういった意味では、いかに行革の推進会議を

広く市民の方に知っていただくか。会議の公

表。三沢市議会も、基本的には会議は公開に

なっています。

ですから、何月何日に行政改革推進会議が

あります。ぜひ出席して、皆さんにも見てい

ただきたい。いわゆる公開する会議の一つの

私は大きな今後の、いわゆる市民を協働に巻

き込む部分で、大事なチェックにかかわる一

つの入り口になるのではないかなというふう

に考えるのですけれども、これから、この推

進会議、広く市民の方々に公表していく、公

開をしていく、そういった部分での考え、方

針について、どのように御見解を持ってい

らっしゃるのか質問したいと思います。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

政策財政部長。

○政策財政部長（大澤裕彦君） 再質問にお

答えいたします。

会議の公開については、問題ないと考えて

おりますので、その方向について具体的にど

のようにすればいいのか検討してまいりたい

と思っております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 太田議員。

○８番（太田博之君） まさにＣのチェック

の最たるものは、我々市民から負託を受けて

いる１８名の議員、もしくは、それがまた、

二元代表としてきちんとチェックをする。私

も今まで、これはホームページで見るなりし

ていましたけれども、曜日、日時が公表され

れば、私もこの会議にはぜひ参加したい。そ

して、市民の議論を見守り、また、議会にも

反映させたいと思っておりますので、よろし

くお願いしたいと思います。

それでは、再質問を行政問題の１番の２

の、その検証結果が今後どのように生かされ

ていくかについて再質問をさせていただきま

す。

先ほどの答弁にあるとおり、外部評価がな

され、報告書ができました。そして、行政経

営会議できちんとそれを反映させる。

先ほどのプロセスが見えないという部分か

らいくと、ここも、報告書が１２月に出まし

た。そして、予算はすぐ３月に編成する、い

わゆる議決を得るわけです。もう既にこの時

点で、大方８割、９割の事務事業を執行する

予算が確定していく中で、１２月に提出をさ

れて、１月、２月の間に、この報告書がどう

いう形で反映されてきているのか。時期的な

問題はないものなのか。要するに、物理的に

時間的に、そのタイミングできちんと次年度

に申し送られてきているのか。

私も委員でわかるのですけれども、その都

度の委員会で発言された部分に関しては、す

ぐさま各課担当者に報告がある。ですから、

変えられるところは順次変えていますという

話を既にされていましたし、今もそういった

スピード感を持ってやっていると思うので

す。ただし、これが市民の方には見えない。

例えがいいか悪いかわかりませんけれど
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も、私がちょっとした家を建てたい。５０坪

程度の家を建てたい。設計者に、こういう形

の家を建てたいのだと言ったら、設計図が出

てきた。設計図を見て、この水回りはちょっ

とこうこうこうなので、これをもっと使いや

すく、ちょっとここを変えてくれないかと

か、リビングのストーブの位置はここではな

くて、こっちのほうがいいのではないか、さ

まざま注文をつけます。わかりました。帰っ

て前向きに検討しますと。

次に出てきたものがどこがどう反映された

のかわからないうちに家が建ってしまった

ら、そのときのチェックだったり、検証だっ

たり、要望といったものがどこにあったの

か。まさしく先ほど春日議員が再質問の中で

繰り返し言う、いわゆる検討します、前向き

にやります、実施に向けて方向性を出しま

す。

では、この推進委員会の中で、どういった

形でそれが報告をされ、市民の声、外部有識

者の声がどう施策、予算、人事に反映された

のか。いわゆるマネジメントサイクルに行っ

たのかというのが、私は、より見える化を

図っていく、きちんと説明をしていく。ホー

ムページにもその過程を載せていく。市民の

声はきちんと届いていますよ、皆さんの意見

はこういった形で反映されましたよ、この意

見によってさらに新しい事業が生まれてきた

のです、どんどん進化しています。そういっ

たプロセスがわかればわかるほど、私は市民

が行政に対する信頼、そして、市民参画と協

働といったものが、より推進できると思うの

です。

代表者だけの会議、もちろん全員というわ

けにいきません。ただ、ここの会議で議論さ

れたことが、評価がきちんと行政会議の中で

反映をされ、施策にどう反映されてきている

かというのを見せる努力が私は必要だという

ふうに思うのです。

先ほど、会議も公開すると言っていただき

ました。いかがでしょう。今までのこういっ

たやり方をより明確に、どこがどう変わって

いったのか、なぜならば、皆さんの意見が反

映されたからだと、そういった形で、全面的

にプロセスの見える化を図るべきだと思いま

すが、いかがでしょうか。

○議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部長。

○政策財政部長（大澤裕彦君） 再質問にお

答えいたします。

まず、検証結果の個別事案については、そ

の都度、担当課、担当部レベルにお伝えして

おりまして、今であれば、後期基本計画の目

標とかに合致しているものであれば、即座に

予算、それから上司に報告して、予算とか事

業の推進に反映させております。

それで、施策、政策にかかわるようなもの

であれば、市長を筆頭とする経営会議にまで

かけて、後期基本計画の大きなものにかかわ

るようなことであれば、それを経営会議にか

けて、その方針を確認したり、検証するなど

して、本来の後期基本計画の目標に合った方

向に進むように調整をさせていただいており

ます。

それを市民の皆さんに見える化というよう

にするべきではないかというようなことです

ので、数がたくさんございますので、個別の

ことに関しては、これはこうなったというよ

うなお知らせはちょっと難しいかとは思われ

ますが、会議によって御提案があったような

ことで、経営会議にかけて、ますますこうい

うふうに進めますとか、こういうふうなのは

方向を少しこういうふうに調整しますとか、

加えますというのは、今後、ホームページ等

で市民の方々が見えるような方向で検討して

まいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 太田議員。

○８番（太田博之君） ありがとうございま

す。

そういった、確かに全部は無理ですけれど

も、要所要所で経営会議にかかった、そう

いった重要施策に関して、変わったものがあ

ればきちんと報告するべきですし、変えられ

なかった部分に関しては、こういう理由でも
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う少し時間がかかるなりの経過をきちんと報

告する。

何よりも、私は、報告書は各項目で出たも

のに関しては、病院でもそうですよね、意見

書がありまして、こうしたほうがいいという

と、必ずあそこに回答を出して張り出します

よね。それと同じように、せめて行革推進委

員会に出てきた報告書のコメントに関して

は、私は答弁なりコメントを添えるべきだと

いうふうに思いますので、それも含めてお願

いをして、質問を次の２番に移りたいと思い

ます。

三沢市総合戦略の進捗状況、市長のほうか

ら、６月２２日に対策本部を開設してからこ

れまで、るる経緯をお知らせをいただきまし

た。

１１月３０日、たまたま私、一般質問の通

告の締め切り日で、事務局に来ましたら、会

議の看板が張ってあって、いよいよスタート

するのだなと思ったのですけれども、よくよ

く聞いたら、きょうが初めてだということ

で、１１月３０日に第１回目かなという形

で、ちょっと遅いかなというのは正直思いま

した。

帰ってすぐ、ホームページで戦略会議のメ

ンバーは誰だろうと調べたら、載っていませ

んでした。担当課に聞いたら、２４日に確定

をし、３０日の第１回目で、いわゆる会長、

副会長を互選して、これから進んでいくのだ

ということだったのです。

さっきの行政問題のプロセスの部分でいく

と、２４日に確定をして、３０日に会議を開

いて、正副会長が決まったら、まずは私は議

事録とか何かの前に、委員会が開催されまし

た、委員はかくかくしかじかですということ

で、やはりスピード感を持って市民にきちん

と見える化、何回も言葉を使いますけれど

も、私はそういうのが大事なのかなと。

県内それぞれ１０市のうち、３市を除くほ

とんどが素案を公開済みなわけです。いろい

ろなアンケート調査を見ると、この地方版総

合戦略に期待している、期待していないとい

う部分に関しては、さまざまな数値がありま

すけれども、私はこの総合戦略、大いに期待

している一人なのです。

考えてみますと、冒頭に言った後期基本計

画も、市長の総仕上げの時期に入っている。

ここに来て、市長が６月に提出したマニフェ

スト、先ほどの人口推計の目標も、市長が掲

げた出生率２.１％を基本にしている。

中身を見ますと、まさに選挙のときから、

再生ではない創生なのだと。これから三沢市

が大きく生産性を上げて、他地域よりもこれ

から伸びていくのだという中で、まさに総合

戦略を視野に入れたマニフェスト。後期計画

を進める中で、市長のマニフェストをその中

に落とし込んで、さらにその中に総合戦略を

組むということになると、相当整合性を合わ

せるのには時間がかかるのかなというのは私

も理解しています。

しかし、一歩間違えると、いわゆる後期基

本計画が先行してしまって、総合戦略が後づ

けになってしまわないか。逆に、振興計画を

おざなりにして、総合戦略がいってしまうの

ではないかと、ここのバランス感覚が非常に

難しいと思うのです。

ですから、進捗状況に合わせる中で、この

先、先ほど言った市民からのアンケートも聞

きます、議会にも報告します。その整合性を

どうとっていくかというところをきちんと説

明をしないと、なかなか理解しにくくなるの

ではないかなというふうに思うのです。

この進め方に対しての、いわゆる後期基本

計画のあり方、総合戦略とのかかわり、市長

のマニフェストで約束した中身を、どう今後

の進捗に合わせていくのかというところを、

考え方をぜひお聞きしたいと思いますが、い

かがでしょうか。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

政策財政部長。

○政策財政部長（大澤裕彦君） 再質問にお

答えいたします。

まず、会議を市民にお知らせする広報のス

ピード化ということにつきましては、すぐ検
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討して、会議の中身云々の前に、こういうこ

とがありましたというのを市民の皆様にお知

らせするように努めたいと思います。

それから、次の三沢市総合振興計画後期基

本計画と、まち・ひと・しごと創生に関する

総合戦略との関係ですが、まさに太田議員

おっしゃるように、たたき台をつくる上で、

後期基本計画と総合戦略との整合を図るたた

き台をつくる時間がかなり必要だということ

で、本来、１０月までに策定しているところ

もあるのですが、急いでつくると、そこの整

合性をとれないということで、事務方でかな

りの時間を要していたと。それで、やっと１

１月３０日の会議にこぎつけたところでござ

います。

１１月３０日の会議でもたくさんの御意見

をいただきました。今まさに御意見いただい

たものを素案に反映させるべく事務を進めて

おりますし、人口ビジョンにつきましても、

その辺を勘案したことで事務を進めているの

で、性急な、ただのペーパーの計画をつくる

のではなくて、まさに議員のおっしゃるよう

なそういう三つのものを勘案し、実効性のあ

る、本当に三沢らしい総合戦略をつくるとい

う作業を今まさに進めております。

もちろん議員の皆様からの御意見とか御提

案とかをこれからまたいただく予定でござい

ますので、素案のたたき台をつくる際には、

ぜひとも御協力をよろしくお願いしたいと

思っております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 太田議員。

○８番（太田博之君） こういった大きなも

のを進めるに際して、やはり先ほど言った、

私はまさにこれから地方の時代であり、総合

戦略が、これは長期ビジョンをつくるいい

きっかけだと思うのです。後期振興計画も終

わりに近づいている。この総合戦略を一つの

ばねに、長期的なビジョンをきちんと立て

る。２０４０年には３万６,０００人を推計

している中で、我々議会もそれに向けて、当

然汗を流さなければなりませんし、そこの部

分に関してのプロセスを、過程を、進捗をき

ちんと見える化というのを必要としますの

で、ぜひよろしくお願いしたいと思います。

それでは、質問の２番の、今度は総合戦略

の方針・概要のほうについて再質問に移って

いきたいと思います。

市長のほうから、四つの柱をもとに、さま

ざま、地方の特色ある、これから施策を合わ

せていくのだと。さらに、先ほど政策財政部

長のほうから、後期基本計画との整合性、そ

ういったものもきちんとお話をいただきまし

た。

先ほど春日議員の経済問題の質問の中で

も、ゴボウの話やら何やら、いろいろな商品

化やら、たくさん話が出ました。私は、地域

の強みをどう生かすかというのが、先ほど登

壇のときにも言わせていただきましたけれど

も、重要な視点ではないのかなというふうに

思っています。

そうした中、ビジョンの大きな流れの中

で、１点、私自身が考える中で、四つの柱に

はないのですけれども、当然根底にはあると

思うのですけれども、人づくり。

きょう新しく選管の委員長になりました石

岡先生もいらっしゃいますけれども、夏から

は１８歳選挙権制度が始まります。高校生が

投票する時代になります。キャリア教育、私

も一生懸命手がけさせていただいております

し、生涯学習のほうもやらせていただいてお

ります。

やはりそこに住む人たちの教育、考え方、

ともに学び合う姿勢、そういった人と人との

つながりの中で、私はやはり総合戦略だった

り長期ビジョンが見えてくるのではないのか

な。ひょっとしたら、今は三沢に仕事がない

かもしれないけれども、東京に行って５年

たったら、１０年たったら、絶対僕は三沢に

帰ってくるのだと。三沢のために働くのだ

と。おじいちゃん、おばあちゃんの面倒をき

ちんと見て。きちんとそういった将来のビ

ジョンを見据えるためにも、私はこの総合戦

略の中に人づくりの観点がきちんと土台にお
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さまっていなければ、なかなか厳しいのかな

と。

生涯学習課、以前も一般質問で取り上げま

したけれども、生涯学習課は市長部局、いわ

ゆる知事部局に入っている自治体は山ほどあ

ります。今は逆に、教育委員会にあるほうが

少ないぐらいです。

まさに総合戦略を考えるに当たって、いわ

ゆる教育委員会、ＰＴＡ、そういった方々が

人づくりの観点で、この新しい施策を支え

る。今後の三沢を担う未来の子供たちが、ど

ういう形でこの施策に取り組んでいくのか、

その過程をどう見ていくのか、見られていく

のかというところを、私はきちんと押さえて

おかなければならないのではないか。政策も

もちろん大事です。事務事業ももちろん大事

です。しかし、私は、その中で人づくりの観

点を決して見落としてはいけない。

まさに自分の将来の仕事だったり、自分の

目標だったり、きちんとそういったものが根

底にあってこそ、私は、長期ビジョンが子供

たちにも受け入れられ、それを受けた子供た

ちが三沢のためにどう頑張っていくかという

ところがきちんと出てくる。

そういう意味でいうと、この戦略の方針の

中にそういったものは当然入っていると思い

ますが、新聞報道でいくと、先ほど言った四

つの柱、政策が先行していっている。しか

し、やはり私は、そういった意味でいうと、

人づくりの部分、ここは、何かに関しても戦

略に書くべきではないかなと。

ほかの戦略をいろいろ見させていただきま

したけれども、書いているところはほとんど

ないです。だけれども、私は三沢市の総合戦

略の中には、人づくりといったものが、メー

ンではないにしろ、その根底にきちんとある

のだと。その中に教育委員会もきちんとかか

わっていく。縦割りではなくて、きちんと三

沢でやっていくという部分をぜひ見せていた

だきたいというふうに提案をしたいと思いま

すが、いかがでしょうか。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

副市長。

○副市長（米田光一郎君） 今、太田議員か

ら、人づくりの観点が、この４項目、総合戦

略の基本目標にないと。これがどうなってい

るかという御質問ですが、三沢市の総合振興

計画の中の３本の柱の一つは、「未来を拓く

人づくり」であります。この理念につきまし

ては、全ての政策に反映いたしております。

今般の総合戦略の４本の柱には、この表現

はないのですが、理念として、きちんと土台

の中に入っておりますので、御安心いただき

たいと思います。

以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） 太田議員。

○８番（太田博之君） ありがとうございま

した。

先ほど冒頭に言った後期基本計画との整合

性、その中できちんとうたっている。私も承

知しているのですけれども、ただ、その中に

おいても、その施策の中にきちんとそれが見

えるような形にしないと、先ほど言ったよう

に、後期基本計画は後期基本計画、総合戦略

は総合戦略というふうになることを私は懸念

をして、今の質問をあえてさせていただきま

した。

土台はもちろん後期基本計画です。しか

し、それとの整合性を持った総合戦略が、本

当に魅力ある人づくりにつながっていく、そ

の人づくりがきちんと総合戦略にはね返る、

そんな総合戦略を３月末までに期待をしてお

ります。

議会にも説明があるということでございま

すので、その際には、ぜひとも市民の代表で

あります議員の声も聞いていただいて、とも

にすばらしい総合戦略を作成してまいりたい

と思いますので、ぜひとも担当部局に関しま

しては、これから忙しくなると思いますけれ

ども、よろしくお願いをしたいと思います。

私自身も頑張る決意ということで表明させ

ていただいて、質問を終わります。

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、太田博

之議員の質問を終わります。



― 28 ―

この際、午後１時まで休憩します。

午前１１時４７分 休憩

────────────────

午後 １時００分 再開

○議長（小比類巻雅彦君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

○副議長（野坂篤司君） 議長を交代いたし

ました。

それでは、一般質問を次に移ります。

山本彌一議員の登壇を願います。

○１６番（山本彌一君） 拓心会の山本彌一

でございます。

光陰矢のごとし、歳月人を待たずという

が、ことしもあと２０日余りを残すのみとな

りました。そして、私の市議会議員としての

任期も、あと３カ月足らずになりました。ち

またでは、何か次の選挙には出ないだろうと

いううわさが立っているということを聞き及

んでおりますので、この際、まだ私、知力も

体力も十分ありますので、次の市議会選挙に

も立候補することをここで表明させていただ

きます。

私も８期途中でありますけれども、これま

で市民にどれだけお役に立てた活動をしてき

たのかと考え思うとき、いささか心もとあり

ません。しかしながら、今日まで私が歩いて

きた土ぼこりと、その足跡が私の精いっぱい

の議会活動でありました。本日も市民の視点

に立って、一般質問をさせていただきます。

まずはじめに、政治姿勢についてでありま

す。

市長は、６月に実施された市長選挙で３期

目の当選を果たされました。公約として、引

き続き三沢市総合振興計画の具現化のため、

市民に開かれた市政を目指すと訴えておりま

す。

政治は全て結果責任であります。政治を志

す者は、常に公約に対し誠実でなければなり

ません。よって、できなかったでは済まされ

ません。しかし、いかに誠実であっても、自

分を正義と過信し、強気であっては判断ミス

につながるおそれがあると同時に、組織をも

滅ぼす場合があることも、この際、肝に銘じ

ておくことも重要であります。

今、我が国は人口減少時代を迎え、まちづ

くりの課題の一つは、地方の活性化であると

言われているところであります。地方は、今

後、中央依存から離脱して、地方と世界が１

対１の関係を持って、現代の多様化と個性化

へアプローチしながらかかわっていくこと

が、地方の活性化への大きな原動力となると

考えるものであります。

本日は、このことを踏まえ、三沢市総合振

興計画と市民参加の取り組みについて質問を

いたします。

質問の趣旨は、市長の目指す協働のまちづ

くりの執行過程への市民参加を問うものであ

ります。

本市の基本理念である「人とまち みんな

で創る 国際文化都市」のまちづくりに合致

した、いわゆる真の国際的に開かれた国際交

流を目指すならば、世界にも通ずるワールド

シティになり得ると確信するものでありま

す。

本市の国際文化都市の実現は一大事業であ

ります。そこには、毅然とした都市経営理念

と地域振興を図る使命感がなければなりませ

ん。

三沢市総合振興計画の具現化は、市民と行

政が一体となって創意工夫を凝らして実行す

る、いわば協働作業であります。そのため、

市民と行政が一体となり、全て計画の段階か

ら市民参加の姿勢を貫き、お互い協調し、協

力し合ってこそ、理想のまちづくりが図られ

ると信ずるものであります。

これからの行政は、主導権を握って住民に

押しつける態度ではなく、住民の意見を尊重

し、政策形成や執行過程にも参加を求めて、

行政効果を高める方策が要求されてきている

ところでもあります。

特に近年、市民から寄せられるニーズは、

都市化や高齢化などの社会の複雑・多様化に

伴って、各方面から行政にさまざまな要望が
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出されてきております。

まちづくりは、単に一つの部分ではなく、

総合的に考え、ありとあらゆる部門から一つ

の目標に向かって、市民も行政も力を合わせ

ていくことで、そこから湧き出る大きなエネ

ルギーの結晶でなければなりません。

市政は、そこに住む住民のためのものであ

り、その究極の目的は、市民の幸せを高める

ことにあります。魅力あるまちには、おのず

と人々が集まり、交流が活発化して、活力が

生まれるものと確信してやみません。

これまでの市長が取り組んできている地域

懇談会の開催をはじめ、地域振興補助金の活

用や、その他グループ活動の動きなどを総合

的に考えるとき、市長が唱えるほど市民参加

の行政が盛り上がって、その効果が上がって

いるかと問えば、疑問を感じます。

したがいまして、本市の総合振興計画の具

現化に当たって、多様な創造能力を持つ市民

を巻き込んで発想の誘致へと、その視点を積

極的に切りかえるべきであります。

なぜならば、特に近年、ハード面からソフ

ト面へと社会が変化してきていて、よって、

行政は現実に対応した市民ニーズの適切な対

応が求められてきているからであります。

このため、政策形成の市民参加だけではな

く、執行段階までの市民参加が強く求められ

てきているところでもあります。

市民参加のまちづくりは、地域の総合的な

視点から実施され、これまで以上の総合的な

行政システムの確立が図られる一方、自治体

独自の行政を展開することが鍵になります。

私は、この執行過程での市民参加に本市が積

極的に道を開くことにより、もっと深い民主

的な自治の公務改革につながると思っており

ます。

つまり、執行過程でこそ市民と行政の協働

化が図られ、一般的な市民の反映や潜在能力

の発揮の場もここにあり、まさに行政のこれ

までのプラン偏重主義の打破にも必ずやつな

がると信じます。

したがいまして、市長の目指す市民を主体

とした自治をさらに身近なものに持っていく

ためにも、その方向性を示し、市民の各階層

に開かれたシステムにして、市民と行政が一

体となって、住民が自由に参加できる執行過

程における市民参加を確立して、各種事業に

取り組むべきであります。この取り組みは、

市長の目指す開かれた市政に合致するもので

あります。

市民参加型のまちづくりは、代表民主主義

制にかわるものではありませんが、だが、地

方自治を育てるものであります。

よって、本市の総合振興計画の実現に向

け、政策執行過程での市民参加が伴ってこ

そ、市長の目指す真の意味の協働のまちづく

りと信じます。

今後、本市の行政自身が広い範囲にわたる

執行過程の市民参加型のシステムを展開し、

三沢市総合振興計画の具現化を図るのか、そ

の取り組みについて、まずはじめに市長から

答弁を求めるものであります。

次に、行政問題についてであります。

地方分権時代の行政改革の推進は、地方自

治体が地方の実情に合致した行政を総合的か

つ主体性を持って行い、地域の課題に対処す

る権限と財源を確保し、そこから本来の自

主・自立の精神を持って行政の活性化を図る

ことが重要課題であります。

よって、本市も主体性を持って事務事業の

重軽度を選択しなければなりません。したが

いまして、行政の無駄を廃し、簡素と効率化

に向けた取り組みが急務であります。

近年の人口減少時代を迎え、税収の落ち込

みは必至で、地方財政は国と同様に厳しい環

境に置かれ、これまで膨張を続けてきた行政

の守備範囲の見直しが迫られております。

よって、公共事業であっても、時代の変化

で不要な事業や、補助事業だからといって安

易にありつく態度も改めなければなりませ

ん。それには、首長と職員の決意や対応が重

要であります。

これらの意識の高揚を図るためには、地方

分権に耐え得るだけの体力と、新たな行財政
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改革で行政機構の再構築、そして職員の資質

の向上と経費節減のための財政運営の見直し

が欠かせない条件であります。

本日は、このことを踏まえ、２点質問させ

ていただきます。

まずはじめに、地方分権と財政改革につい

てお尋ねをいたします。

質問の趣旨は、本市の取り組みと、その成

果を問うものであります。

行財政改革は、国や地方公共団体を問わ

ず、古くて新しい課題であります。本市も例

外なく行財政改革に取り組んではきている

が、地方分権時代が進む中で、ますますその

取り組みが重要になってきております。

その理由は、今日の厳しい社会情勢に対処

するため、地方公共団体の行財政を取り巻く

環境は極めて厳しくなってきているからであ

ります。

地方自治は、もとより住民の住民による住

民のために運営され、そこに有権者である住

民が主体性を持って参加することが絶対に欠

かせない条件であります。

しかし、我が国は、地方自治制が施行され

て７０年弱で、行政の民主化と自立性などが

満足する段階に達したとは言えません。それ

は、住民の自治意識の停滞や各種選挙の投票

率の低下及び他人任せの無関心や、受益と負

担の無分別等をはじめ、行政側にも住民の思

いを酌む努力の欠如や、前例尊重による改革

意識の欠如並びに創造性や自主性、そして、

やる気不足等、今なお多くの課題を抱えてい

ます。

我が国は、地方と国を問わず、将来の財政

事情を展望するとき、今よりよくなる要素は

全くなく、逆に厳しさを増すことが予想され

ます。

したがいまして、地方財政の運営も、国の

財源を当て込んで補助金等で施策を行う考え

方は、経済の成長期では可能であっても、今

日では態度を抜本的に改めなければなりませ

ん。

つまり、国の財政に寄りかかって、その指

示や指導を受けて仕事をする時代は終わり、

みずからの選択と創意工夫で経営意識に撤す

る気概を持たなければなりません。

そこで、本市では、これらのことを踏ま

え、行財政改革に取り組んではきているが、

職員定数への取り組みがどのようになってい

るのか。

例えば、増員になった理由を挙げるが、減

らすことを口説く人は全くいません、あるい

は余りいません。職員数の問題は、人件費が

増加することになり、将来の財政負担にな

り、財政硬直化の大きな要因となります。

地方公共団体も民間企業のノウハウを活用

した経営体であります。ふえるものがあれ

ば、必ずどこかで減らして、トータルでふや

さないため、組織の肥大化を抑制し、限られ

た職員の枠内で配置転換を実施したり、事務

事業の整理や、場合によっては給与水準や給

与制度、退職金、特別勤務手当等を見直し、

適正化を図るようにしなければなりません。

そこで、本市のこれまでの行政改革の取り

組みと、これまでの成果について答弁を求め

るものであります。

次に、２点目の職員給与の適正化について

お尋ねをいたします。

地方公共団体の財政は、国の財政健全化の

あおりを受け、それに見合う財源がふえるか

というと、そうなり得ない厳しい現状にあり

ます。このギャップをいかにして埋めるか。

それは、職員一人一人の事務処理や経営能力

を高める意識改革によるほかはありません。

したがいまして、本市も自己の決定権と自

己責任の重さを自覚し、簡素で効率的な地方

行政の体制を実現することが重要課題であり

ます。この実現に向け、積極的に行財政改革

を断行し、行政の公正確保と透明性の向上を

図る施策を講じ、納税者の視点に立って、そ

の信頼を確保しなければなりません。

そこで、本市の行財政改革の取り組みの中

で、給与の適正化への取り組みであります。

民間企業においては、既に年功序列型から

能率型に移行し、切りかえてきているところ
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が多くなってきております。地方公務員の給

与は、国家公務員に準ずることから、国の給

与制度をそのまま採用してバランスをとって

きております。

しかし、実際の運用は、職務給の原則を曖

昧に理解してはいないのか。

例えば、係長は係長級、また、課長は課長

級と等級制を採用し、職員の責任の度合いに

応じて適用し、格付することになっておりま

す。しかし、多くの地方公共団体では、一定

の年数が来ると、本人の職責に関係なく、例

えば参事だとか参与、理事などといった渡り

運用を公然と実施していないのか。こうした

事例が給与水準を引き上げる背景となっては

いないのか。

民間企業は、長引く不況で、経営改善のた

めリストラを行い、必死の努力を重ねてきて

おります。民間との均衡上からも、もっと能

率主義に撤し、職員給与制度のあり方を見直

す必要があると考えるが、その取り組みにつ

いて答弁を求めるものであります。

次に、行政問題の３点目、期日前投票所の

増設ついてお尋ねをいたします。

まずは、このたび新たに本市の選挙管理委

員長となりました石岡氏に対し、お喜びを申

し上げます。

選挙管理委員会の仕事は、投票事務と開票

事務のほか、広報啓発の三つに分かれている

が、問題は、投票率向上に向け、有権者にど

う投票所に足を運んでもらうかの取り組みが

大きな課題であります。委員長には、この投

票率向上に向けた、思い切りのいい取り組み

を期待するものであります。

さて、期日前投票所の増設について、たび

たび一般質問で取り上げられてきているとこ

ろであります。私も今年の第２回定例会で質

問いたしました。

このたび青森県選挙管理委員会が、近年の

選挙において投票率のアップが見られる期日

前投票について、各市町村の選挙管理委員会

の関係者との会議を開催し、最近の期日前投

票率向上の傾向が見られていることから、４

０市町村のうち、約３分の１が期日前投票所

の増設を前向きに検討しているとのことであ

ります。

最近、本市においても期日前投票制度が有

権者の中に定着してきて、利便性を考えた新

たな投票所の設置について強い要望がござい

ます。

本市では、市議会議員の任期満了に伴う選

挙が明年３月に予定され、現在の期日前投票

所、市役所の１カ所だけの対応では混雑が予

想されます。有権者の投票率の向上と利便性

を図るためにも、期日前投票所の増設をすべ

きと考えるが、新しい選挙管理委員長に多く

の有権者が期待を申し上げておりますので、

その取り組みについて答弁を求めるものであ

ります。

以上で、演壇での一般質問を終わらせてい

ただきます。

○副議長（野坂篤司君） ただいまの山本彌

一議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの山本議員

御質問の政治姿勢については私から、その他

につきましては副市長並びに選挙管理委員

長、担当部長からお答えをさせますので、御

了承願いたいと存じます。

政治姿勢問題について、御質問の三沢市総

合振興計画と住民参加の取り組みであります

が、これまで三沢市総合振興計画をはじめ各

種計画の策定や事業を立ち上げる段階で、議

員の皆様をはじめ関係機関や関係団体の御意

見、御提案をいただくほか、市民の皆様の御

意見やニーズが反映されるよう、パブリック

コメントやアンケート調査を実施してまいり

ました。

また、事業の基本的な概要や計画が決定し

た後におきましても、議員の皆様の御意見は

もとより、住民懇談会やパートナーサロンな

ど、さまざまな機会でいただいた御意見を執

行段階においても反映させております。

さらに、本年１２月から新たに三沢市イン
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ターネット市政モニター制度をスタートさ

せ、市民ニーズをより早く的確に把握すると

ともに、多くの方々に行政活動に参加してい

ただき、さらなる市民参加型の協働のまちづ

くりに取り組むことといたしております。

今後におきましても、行政が一方的に市政

運営を進めるのではなく、市民の皆様をはじ

め多様な主体に行政活動へ参加していただ

き、お互いに協力しながら魅力あるまちづく

りを推進してまいりたいと考えております。

私からは、以上であります。

○副議長（野坂篤司君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 行政問題の地方

分権と行財政改革についてお答え申し上げま

す。

三沢市の行財政改革につきましては、昭和

６０年度に三沢市行政改革大綱を策定し、行

財政改革をスタートしたのを皮切りに、平成

２１年度までの間に、第２次、第３次と、そ

の時々の財政状況や社会情勢に合わせて、計

画内容の見直しを行いながら鋭意推進してま

いりました。

さらに、平成２２年度に三沢市行財政改革

大綱を策定したところでありますが、三沢市

総合振興計画と整合性を図るため、平成２５

年度に、この計画を取り込んだ第２次三沢市

行政経営推進プランを策定いたしました。

この行政経営推進プランは、平成２５年度

からの５カ年計画となっており、その取り組

み項目の主なものといたしましては、職員の

定員管理計画などによる総人件費抑制に向け

た取り組み、さらには、未利用財産の売り払

いなどによる歳入確保の推進など、６３項目

となっております。

この中で、金額ベースで効果を算出できる

ものにつきましては、平成２２年度から平成

２６年度までの５年間の合計で、効果額は１

３億１,１６８万円となったところでござい

ます。

今後におきましても、さらなる行財政改革

に取り組むとともに、市民本位の立場と経営

の視点に立った行政経営を推進し、市民サー

ビスの向上に努めてまいりたいと考えており

ます。

○副議長（野坂篤司君） 総務部長。

○総務部長（宮古直志君） 行政問題の第２

点目、職員給与の適正化についてお答えいた

します。

地方公務員の給与制度は、原則、国家公務

員に準じており、三沢市職員の場合も同様に

適用しております。

この制度につきましては、能率的な人事管

理を推進するため、平成１７年の人事院勧告

に基づき、平成１８年以降の給与構造が大き

く見直され、その内容は、職員の志気を確保

しつつ地域間給与の反映や行政職１・２級、

主事級及び４・５級、主任・主査、係長級を

統合し、これまでの９級制から７級制に再編

した、いわゆる１職１級制による年功的な給

与上昇の抑制と職務・職責に応じた給与構造

への転換、勤務成績の給与への反映など、国

と同様の取り組みが推進されてきたところで

ございます。

御質問の参事職などの役割、必要性につき

ましては、三沢市行政組織規則において必要

に応じて置くことができる旨規定されてお

り、現時点では、単独での参事は配置してお

らず、課長との兼務発令をしております。

また、その役割といたしましては、御承知

のとおり、部長は部の統括責任者として、政

策決定や事務執行の統括などを行うものであ

りますが、参事は部長級の職にあり、部長の

命を受け部の重要な事務を整理・処理するな

ど、社会経済情勢などさまざまな要因により

変化する市の行政問題に、柔軟かつ機動的に

対応できるよう配置しているものであり、行

政運営上必要な職と考えております。

次に、能率主義に撤した給与制度に見直す

考えはないのかとの御質問につきましては、

能率主義による給与制度は、職員個々の能力

や実績等を的確に把握でき、適材適所の人員

配置が期待され、公務能率が一層増進するも

のと認識しております。

このようなことから、当市では、組織目標
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と連動した個人目標の設定と、個人の意欲や

能力、実績を重視した新しい人事評価とし

て、平成２１年度から三沢市総合振興計画前

期計画が終了する２４年度までの４年間を試

行期間と位置づけ、人事評価を実施してまい

りました。

この４年間の実績を踏まえ、総合振興計画

に掲げる目標を達成するためには、職員が組

織目標を共有し、個々の能力を職務に反映さ

せ、高い組織力で一丸となった取り組みが必

要であり、平成２５年度からスタートした三

沢市総合振興計画後期基本計画と同時に計画

に掲げる施策の推進を目標とした人事評価制

度に見直しし、実施してまいりました。

このことで、職員が職務に対する意欲の向

上及び組織の活性化、さらには事務の効率化

につながっているものであり、職員給与の適

正化に寄与しているものと考えております。

今後におきましても、能率主義を基本とし

た人事評価制度を適切に実施し、職員の意欲

の高揚及び公務能率の向上を図り、何よりも

市民のために最大限能力を発揮できる職員を

育成してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 選挙管理委員会委

員長。

○選挙管理委員会委員長（石岡裕通君） 行

政問題についての第３点目、期日前投票所の

増設についてお答えします。

青森県内の投票率が低迷を続けている厳し

い状況でありますことから、県内各市におき

ましても、期日前投票所増設に向けた検討が

進んでいるところであります。

当市におきましても、期日前投票所の増設

は、有権者の利便性はもとより、ひいては投

票率の向上に寄与するものと考えておりま

す。

期日前投票所の増設につきましては、去る

６月の定例会におきまして、山本議員の御質

問に対し、河村前委員長から、既に開設して

いる自治体の状況調査の結果を踏まえた上

で、総合的に検討すべき旨お答えしたところ

でございます。

当委員会では、７月下旬に、県選挙管理委

員会と市町村合同による、全国的にも投票率

が高く期日前投票所の増設が進んでいる秋田

市及び男鹿市に赴き、現地の状況につきまし

て調査を実施いたしましたほか、既に期日前

投票所を増設している八戸市の状況につきま

しても、あわせて市独自で調査を実施したと

ころであります。

これらの状況調査の結果を踏まえた上で検

討を重ね、前選挙管理委員会においては、最

終的に増設が望ましいとの見解に達したとこ

ろであります。

その後、１０月には、選挙管理委員の任期

満了に伴い委員が改選されたことから、引き

継ぎの時点で、河村前委員長より新委員に対

し、期日前投票所の増設に係るこれまでの経

緯につきまして説明が詳細になされ、前委員

の見解が示されたところであります。

このことを受けまして、現選挙管理委員会

において、改めて期日前投票所の増設につい

て再度検討してまいりました結果、増設すべ

きとの結論に達したところであります。

したがいまして、現地状況調査の結果をも

とに、市内の商業施設などにおいて期日前投

票所として増設可能な環境を有する候補地の

選定、諸経費の算定、増設の時期など、現

在、具体的な検討を行っている状況でありま

す。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 山本議員。

○１６番（山本彌一君） それでは、再質問

をさせていただきます。

はじめに、政治姿勢の総合振興計画と住民

参加について。先ほど市長からは、政策形成

において取り組んできているが、執行過程に

おいてもいろいろなことで取り組んでいるの

だという答弁でありました。

そこで、今、国の行政改革の推進に対応し

て、このため首長をはじめ全職員を挙げて、

古い慣習を改め、お役所的な発想から脱皮

し、創造力を持って、本市のまちづくりに対
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処しなければ、私は市民の信託に応えられな

い時代であると認識をいたすものでありま

す。それには、正確な現状分析と的確な将来

予測に基づく綿密な施策の展開と、これまで

以上に思い切った発想での取り組みが大きな

課題だとも考えるものであります。

前段で申し上げましたが、政策形成の参加

と執行過程の市民参加の相違は、前者は参加

が限定されがちに対し、後者は多くの参加が

可能となる点であります。

また、執行過程でこそ住民と行政の協働化

が図られ、一般的な住民の意見の反映や潜在

的な能力の発揮の場もここにあります。よっ

て、執行過程への参加は決定への参加であり

ます。市長の目指す協働のまちづくりに合致

するものであります。

本市では、三沢駅周辺整備事業を市民参加

を重視して取り組みをされてきているが、事

業の執行過程の参加を考えると疑問を感じま

す。政策過程で総論賛成でも、執行過程にな

ると各論反対に陥りやすい局面があります。

しかし、行政と住民が果たす役割と分担を明

確にし、執行過程への市民参加の意義や方向

性を考えることが重要だと私は思っていま

す。

そこで、三沢駅周辺整備事業においての執

行過程に、今どのような取り組みをしている

のか、再度答弁を求めるものであります。

次に、行政問題の地方分権と行政改革につ

いて質問いたします。

どこの家庭でも年末には大掃除を実施いた

します。これと同じように、地方自治体の行

財政改革においても、一度実施したから当分

の間は必要ないというものではありません。

常時心がけて進むことであります。地方分権

に向け、本市の行財政改革に取り組む職員の

意識が今後も大きな重要課題であります。

このため、本当に職員一人一人が行財政改

革の意義を自分のものとして理解し、開かれ

た行政を目指し、最小で最大の効果の上がる

行政に撤し、さらなる市民サービスのため、

私は行政効果と能率の方策をさらに考えて、

多面的に見直すことで取り組んで５年、６年

ですか、今取り組んでいる最中と言います

が、実効性のあるものにするためには、さら

に職員一人一人が行政改革に撤する意識の向

上と使命感、そして責任感を持って取り組む

べきと考えます。

そこで、本市の今後の行財政改革の取り組

みでありますが、職員の定数の問題等をはじ

め、先ほど十数億円の経費節減に努めたとい

うことでありますが、さらに６年間取り組む

ということでありますが、職員の定数の問

題、あるいは、どういう経費をどのぐらい節

減される目標を数値化しているのか、再度答

弁を求めます。

以上です。

○副議長（野坂篤司君） 政策財政部長。

○政策財政部長（大澤裕彦君） 山本議員の

再質問にお答えいたします。

まず最初に、政策形成から執行過程への市

民参加をどのようなことをやっているのかと

いうことで、例えば今、駅の開発のお話が出

ましたが、今現在、駅の開発につきまして

は、基本計画ができまして、執行部のほうで

は実施設計の作業に入っているところでござ

います。

今現在、基本計画ができましたので、その

計画を関係者、関係機関、それから町内会等

に提示して、その御意見を伺いながら、実施

設計に反映させようとしております。

あと、箱物でございますが、(仮称)子ども

館ですが、２６年度に基本設計を終了してお

りますが、それを本年度は子育てサークルと

か利用者の皆様に御提示して、今年度は一緒

に先進地視察などをしまして、実際に利用す

る方々の御意見を頂戴して、来年度以降の実

施設計に反映させることとしております。

また、ソフト的なものであれば、例えば東

日本大震災以後の復旧・復興につきましての

復興計画には、現在に至るまで防災関係の

方々の御意見とかを取り入れながら、自主防

災組織の組織率の向上などに努めているとこ

ろでございます。
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第２点目の定員管理につきましては、給与

のほうの定員管理につきましては、実は平成

２２年度から平成２６年度までの、昨年度ま

での目標額の数値は４億７,６６４万４,００

０円という目標を立てておりましたが、それ

に対する実績は６億８,２０９万４,０００円

と、約２億円近く計画よりも効率を上げてお

ります。

今後につきましては、総務部長のほうから

お答えさせていただきますので、よろしくお

願いいたします。

○副議長（野坂篤司君） 総務部長。

○総務部長（宮古直志君） 先ほどの政策財

政部長の答弁に続きまして、三沢市の定員管

理計画につきまして御説明いたします。

今現在、平成２６年度策定でございまし

て、計画期間、平成２７年４月から平成３０

年４月までの３年間におきまして計画を実施

しているところでございます。

計画職員数は４８１人から４６６人へ移行

するものでございます。これは病院を除くと

ころでございます。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 全体の効果額の

目標について申し上げます。

全体の効果額につきましては、平成２２年

から平成２９年までの合計で１１億７,００

０万円、これを目標としておりました。とこ

ろが、実績額の合計で、平成２２年から平成

２６年までの合計が、先ほど御答弁申し上げ

ました１３億１,１６８万円となっておりま

す。既に３年前に目標を達成しております。

ただ、既に目標を達成しておりますが、今

後の計画におきましても、前回同様、可能な

限りの目標を立てて実践してまいりたいと考

えております。

以上であります。

○副議長（野坂篤司君） 山本彌一議員の質

問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

奥本菜保巳議員の登壇を願います。

○４番（奥本菜保巳君） 日本共産党奥本菜

保巳でございます。

それでは、基地問題、防災行政無線体制、

健康問題について、順を追って一般質問いた

します。

第１の質問、基地問題の１点目、三沢基地

における訓練状況と当市の対応について伺い

ます。

米軍再編は、米ソ東西冷戦終結後、日米軍

事協力の新展開として、アメリカが世界規模

で進める軍隊変革の一環として改編されてい

ます。それに伴い、２００７年に米軍再編促

進特措法が制定され、三沢では沖縄嘉手納基

地の米軍Ｆ－１６戦闘機の訓練を受け入れて

います。

また、２０１４年、さらなる米軍再編にか

かわる訓練移転が拡充され、沖縄の基地負担

軽減を口実に、岩国から嘉手納飛行場へ飛来

し鳥島等で実施されていた空対地射爆訓練の

一部を三沢対地射爆場へ移転するとされ、三

沢では受け入れています。

時を同じくして、無人偵察機グローバル

ホークのグアムからの一時配備も受け入れ、

これにより三沢基地が諜報任務の一翼を担う

こととなり、近隣国との緊張を高めることが

懸念されます。

アメリカは、テロとの戦い、中東から東ア

ジアの地域、中国の台頭を念頭に米軍再編を

進め、日本では、それに追随して、米軍と自

衛隊の一体化、国内の基地機能強化を進め、

米軍との共同訓練を強化しています。

９月１９日に強行成立された安全保障関連

法によって、さらに加速されています。それ

は、日本を守ること、自衛隊の専守防衛の任

務から逸脱しています。そのことは米軍基地

を抱える三沢にとってどのような影響がある

のか、リスクをしっかりと検証していく必要

があると思います。

米軍再編による嘉手納からの訓練移転とし

て、この１２月１日から１８日まで、嘉手納

所属の米軍Ｆ－１５戦闘機、三沢の自衛隊機

Ｆ－２、千歳基地から航空自衛隊機Ｆ－１５
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戦闘機の共同訓練が行われているところで

す。

そこで、伺います。米軍再編、安全保障関

連法成立に伴う三沢基地での訓練状況をどの

ように把握され、当市としてどのように対応

をされているのか、答弁を求めます。

次に、基地問題の２点目、オスプレイＣＶ

－２２の訓練について質問をいたします。

米空軍横田基地に２０１７年から配備が予

定されているＣ型輸送機オスプレイＣＶ－２

２の訓練について、防衛省は米空軍環境レ

ビューに鑑み、ホームページで公表いたしま

した。

それによると、オスプレイＣＶ－２２の訓

練が国内外を含め６カ所で計画され、そのう

ちの１カ所に三沢基地使用と三沢対地射爆場

での実弾訓練を予定しているとの報道があり

ました。

ＣＶ－２２は、特殊作戦機として使用され

ており、山岳地帯など過酷な条件のもとで用

いられることが多いとされ、危険な訓練が求

められています。米空軍の中でも事故率が高

いとされています。

２０１２年の防衛省の資料によりますと、

１０万飛行時間当たりの事故率は、既に沖縄

の米海兵隊普天間基地に配備されているＭＶ

－２２オスプレイの１.９３に対し、ＣＶ－

２２は１３.４７に達し、事故率が極めて高

くなっています。

２０１０年４月にアフガニスタンで墜落

し、４人が死亡しています。２０１２年６月

にもアメリカ・フロリダ州の訓練中に墜落事

故を起こしています。また、ＣＶ－２２オス

プレイは、敵に探知されないよう超低空で飛

行することが求められています。

このような事故率が高いＣＶ－２２の配

備、訓練を三沢で実施することは、到底受け

入れられるものではありません。

そこで、伺います。ＣＶ－２２の訓練に対

する当市の見解を伺います。

次に、第２の質問、行政情報通信体制につ

いて伺います。

各自治体には、住民への災害時の緊急通報

や一般行政の情報のお知らせのツールとして

防災行政無線があります。

防災行政無線は、県や市町村が地域防災計

画に基づき、それぞれの地域における防災、

応急救助、災害復旧に関する業務に使用する

ことを主な目的として、あわせて平常時には

一般行政事務に使用できる無線局とされてい

ます。

三沢市でも各地域に屋外スピーカーを設置

し、周辺世帯への防災や災害などの呼びか

け、注意喚起を行っております。

そうした中で、ある市民の方から、防災行

政無線が聞き取れない、何とか内容を聞き取

れるように改善してほしいとの声を伺いまし

た。このような要望は７年前から受けており

まして、担当課の方に屋外スピーカーの点検

や改善をしていただいた経緯があります。し

かし、地理的な問題や風向きなどの影響も

あって、なかなか改善されていないという実

情がありました。

しかしながら、防災行政無線の放送内容

は、市民生活にかかわる大変重要なものであ

り、聞き逃しがないようにしなくてはならな

いと思います。

そこで、次の２点の対策について提案いた

しますので、当市の見解を伺いたいと思いま

す。

まず１点目として、マックテレビのデータ

通信ｄボタンを活用し、多少のタイムラグは

あると思いますが、防災や行政無線の内容を

文字放送で知らせる。

２点目として、マックテレビ放送が放映さ

れていない地域の方々やｄボタンの操作に難

があるケースに対応するべく、無料通話のフ

リーダイヤルにかけていただき、放送内容を

聞いていただく。

この取り組みは、現在、東北町で実践され

ているそうです。当市としても、市民の声に

応えるべく実施すべきと思いますが、見解を

伺います。

次に、第３の質問、健康問題について伺い
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ます。

少子高齢化が進む中で、将来、団塊の世代

が７５歳以上となる２０２５年には、超高齢

化の問題が深刻になると言われています。高

齢になっても元気に生き生きと暮らしていた

だくための取り組みが急務です。そのため

に、行政として何ができるのか、しっかりと

策を練る必要があります。

まずは、病気の重症化を防ぐための施策が

必要だと思います。重症化を防ぐためには、

定期的に特定健診を受けて、病気の早期発見

と生活習慣病の予防が重要となります。その

取り組みを徹底し、健康寿命の向上と保険税

の引き下げを目指すべきと思います。

国民健康保険制度の事業は、被保険者が自

営業の方、農業・漁業者、無職の方、年金

者、パートや臨時職員などの非正規労働者が

加入しており、社会保険のように保険料が会

社と折半となっているのとは異なり、国保は

収入の割に負担が大きいと言われています。

ある市民の方から、市民税非課税世帯でも

国保税が年間１１万円で、障害者年金だけの

生活ですが、本当に大変ですとの声を伺いま

した。

また、国保加入者も人口減少とともに対象

世帯数が減少傾向にあるにもかかわらず、医

療費は年々増加傾向にあると担当者から伺っ

ています。

医療技術が進歩する中で、治療費や薬代が

高騰しているとの指摘もありますが、私の持

論ですけれども、医療費抑制の方策として、

高齢者の方々にはお金の心配をせず気兼ねな

く病院にかかっていただく体制づくりが必要

だと思います。

事実、東京都日の出町では、７５歳以上の

医療費を無料にして、病院にかかるのをおく

らせず、病気を長引かせないことで医療費を

抑えることができたと言われています。次の

目標を７０歳からに引き下げることにしてい

るそうです。

実は、医療費が年々ふえる要因として、や

はり何といっても重症化が一番に挙げられる

からです。例えば、透析をする方の医療費は

年間６００万円程度かかると言われていま

す。１０人、透析を予防で救えることができ

れば、６,０００万円の治療費を抑えること

ができます。がんや脳卒中もしかりです。い

かに重症化を防ぐかということが鍵になりま

す。

病院で病気を早期発見、早期治療をする。

また、特定健診やがん検診などの受診によっ

て、がんや生活習慣病の早期発見につなげる

べきだと思います。

さて、平成２６年度の特定健診受診率につ

いては、三沢市は青森県の平均３４％より低

く２２.３％、県内４０市町村中最下位と

伺っています。健康への意識が低い市民性な

のか、あるいは市が行う特定健診ではなく、

個人で独自に健診や人間ドックを受け、健康

管理を行っているのか、その点も検証する必

要があるのではないでしょうか。

そこで、現在、国保年金課では、独自に健

診を受診している方を対象に、健診結果を窓

口まで持参していただき、みなし受診者とし

てカウントすることで受診率向上を目指して

いるということです。

そこで、１点目の質問です。わざわざ市役

所の国民年金課まで足を運んでいただくわけ

ですから、その方々に対し、謝礼のようなイ

ンセンティブを与え、協力を呼びかけてはど

うでしょうか。当市の見解を伺います。

次に、２点目の質問です。本年度、健診率

アップのために、担当課では特定健診を受け

やすくするため、特定健診を受けられる指定

医療機関を７カ所にふやし、特定健診を受け

付けています。

担当課の調べによると、特定健診を受けな

い理由の第１位は、かかりつけ医院で定期的

に血液検査や尿検査を受けているので必要が

ないとの回答だったと伺っています。そうで

あれば、病院でいつもの検査を受けるとき

に、年１回だけ特定健診に置きかえをお願い

しますと医師に伝えて、かかりつけ医院で受

け付けていただくよう周知してはどうでしょ
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うか、特定健診であれば１,０００円ですか

ら、いつもの検査料より安く受けられます。

受診率にもカウントされます。

そこで、特定健診の指定医療機関の待合室

に、特定健診の受診を呼びかけるポスター等

の掲示物を作成し、張り出してはどうでしょ

うか。当市の見解を伺います。

次に、３点目の質問です。国民健康保険の

被保険者の中には、仕事をやめて無職になっ

た方、無年金の方、国民年金のみの方々が加

入されています。気軽に受けていただけるよ

うに、思い切って無料にしてはどうでしょう

か。当市の見解を伺います。

次に、４点目の質問です。ある市民からの

声ですが、その方は、６５歳を過ぎて、これ

まで風邪を引くこともなく、全く病院にか

かったことも入院したこともない。なのに

ずっと高い保険料だけを払い続けてきまし

た。何か特典はないのでしょうかというよう

なお話でした。

健康を維持することは、食生活や運動など

の自己管理に努めるとともに、保険事業にも

貢献されています。

また、三沢市では健康宣言を行いました

が、これを契機に、このような方々に対し、

例えば６５歳以上を対象に、これまで病院へ

の通院や入院など、５年間かからなかった方

への表彰制度を創設してはどうでしょうか。

当市の見解を伺います。

次に、５点目の質問です。当市は健康宣言

をし、市民には健康増進や健診の受診を努力

義務としました。しかし、なかなか宣言だけ

では実効性に欠けるのではないでしょうか。

その効果は不透明だと思います。具体にきめ

細かい対応が必要だと思います。市民に対

し、生活習慣病の予防のための食生活の改善

等の声がけが必要だと思います。

食生活改善推進委員の方々や保健師の方々

も、日々、食生活や健康づくりの講演会や教

室など、熱心に取り組んでおられることは承

知しておりますが、急速に高齢化が進む中に

あっては、その運動を大きくしていくことが

急務だと思います。

そこで、ボランティアの保健協力員の方々

を増員し、地域の健康増進、生活習慣病予防

の声がけを定期的に行っていただき、保健師

と連携し、必要な方には保健指導を受けてい

ただくなどの体制づくりを構築してはどうで

しょうか。当市の見解を伺います。

以上で、壇上からの質問を終わります。

○副議長（野坂篤司君） ただいまの奥本菜

保巳議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの奥本議員

御質問の基地問題の第２点目、ＣＶ－２２オ

スプレイの訓練については私から、その他に

つきましては担当部長からお答えをさせます

ので、御了承願いたいと思います。

米空軍のオスプレイが横田飛行場に配備さ

れる計画については、先般、東北防衛局から

説明があり、事前に行った環境レビューの中

で、具体的な運用場所として、三沢対地射爆

場が含まれているとのことであります。

しかしながら、現時点において、２年後に

配備する予定のオスプレイの運用等に関する

ことについては未定とのことでありました。

一方、横田基地周辺自治体で組織する横田

基地に関する東京都と周辺市町村連絡協議会

では、オスプレイについて、いまだ周辺住民

の安全性への懸念が十分に解消されていない

状況にありまして、国の責任において、正確

かつ速やかな情報提供及び公表に努め、地元

自治体や周辺住民に対する十分な説明責任を

果たすことといった内容の要望を、先月、国

に対して行っております。

このようなことから、地元自治体は、受け

入れに関する可否について明らかにしていな

い状況でありますので、現段階において当市

がコメントすることは時期尚早であると考え

ております。

私からは、以上であります。

○副議長（野坂篤司君） 政策財政部長。

○政策財政部長（大澤裕彦君） 基地問題に
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ついての第１点目、三沢基地での米軍再編訓

練の状況と当市の対応についてお答えいたし

ます。

沖縄の負担軽減と日米間の相互運用性の向

上を目的とする米軍再編に係る訓練移転、日

米共同訓練については、これまでに三沢基地

をはじめとする本土６基地で行われておりま

す。三沢基地においては、平成１９年から２

６年までの８年間で、延べ６回の日米共同訓

練が行われており、今般で７回目となりま

す。

防衛省からの連絡によりますと、今月１日

から１８日までの間で、土曜日及び日曜日を

除き、米軍嘉手納基地所属のＦ－１５戦闘機

と自衛隊千歳基地所属のＦ－１５戦闘機及び

三沢基地所属のＦ－２戦闘機により、飛行訓

練が実施されるとのことでありました。

この共同訓練は、平成１８年５月の再編実

施のための日米のロードマップに基づき実施

されているものであり、在日米軍の嘉手納、

岩国、三沢の三つの基地所属機に限定し、本

土の６基地で実施されるもので、米軍機の数

については１機から１２機、期間については

飛行訓練１回につき１日から１４日間と示さ

れております。

このロードマップを遵守の上で訓練が実施

されていることから、平成１９年以降、三沢

基地で行われている再編による日米共同訓練

の内容に変化はないものでございます。

次に、米軍に対する当市の対応でございま

すが、こうした日米共同訓練が実施されるこ

とにより、市民の皆様に大きな不安を与える

ことのないよう、安全飛行はもちろんのこ

と、航空機騒音の縮減及び隊員の外出時にお

ける綱紀粛正などについて、その都度強く要

請しているところでございます。

以上であります。

○副議長（野坂篤司君） 総務部長。

○総務部長（宮古直志君） 行政情報通信体

制についてお答えいたします。

防災行政無線は、市民の方々に防災情報等

を広範囲に伝達する無線放送システムであ

り、安全・安心のまちづくりになくてはなら

ないものであります。

しかしながら、防災行政無線の放送後に、

内容が聞き取りにくいとの御意見を何度かお

受けすることがございます。これらにつきま

して、平成２４年度に実施しました音響音達

調査等の結果を踏まえ、スピーカーの角度調

整や新増設を行い、難聴地域の解消に努めて

まいりましたが、最近の住宅は機密性、遮音

性にすぐれた構造のものが多く、屋内にいる

方にはどうしても聞こえづらくなりますこと

から、屋外に出るか、窓をあけて放送を聞い

てくださるようお願いをしているところでご

ざいます。

また、現在は、市のホームページに防災行

政無線の放送内容を掲載して、もしも聞き取

りなかった場合でも御確認いただけるように

対応しております。

御質問の第１点目、マックテレビのデータ

放送の活用につきましては、これまで気象警

報や災害時における避難情報について、デー

タ放送によるお知らせを行ってまいりました

が、今後におきましては、その情報が防災行

政無線で放送した内容であることがわかるよ

うに、データ放送での表示方法を工夫してお

知らせすることとし、より伝わりやすい情報

伝達手段の構築に努めてまいりたいと考えて

おります。

次に、御質問の第２点目、フリーダイヤル

による無料で放送内容を確認できるサービス

の導入につきましては、今後における問い合

わせ件数の状況等を見ながら、さまざまある

情報伝達手段の一つとして検討してまいりた

いと考えております。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 民生部長。

○民生部長（山本智香子君） 健康問題の第

１点目、人間ドック等の健診結果を市の窓口

に提出された方に対し、何かお礼をしたらど

うかについてお答えいたします。

人間ドック等の健診結果の提出につきまし

ては、ことし９月に行った電話による受診勧
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奨の際に、人間ドック等を受けた方に対して

健診結果の提出をお願いしたところ、現在、

５名の方から提出をいただいております。

また、広報みさわ１２月号の配布にあわせ

て、三沢市国民健康保険加入者で個人で人間

ドック等を受けられた方に、健診結果データ

の提出に御協力くださいとのチラシを折り込

み、お願いをしたところであります。

御提案の人間ドック等の健診結果を市の窓

口に提出された方への粗品等のお礼につきま

しては、今後、検討してまいりたいと考えて

おります。

次に、御質問の第２点目、特定健診の指定

医療機関の待合室に健診呼びかけのポスター

を作成・掲示し、周知を図るとともに、医師

の協力のもと、年１回の特定健診での検査を

呼びかけてはどうかについてお答えいたしま

す。

健診呼びかけのポスターにつきましては、

既に作成し、国保年金課の窓口に掲示してい

るとともに、今月上旬に７指定医療機関に既

に掲示のお願いをしたところであります。

また、医師の協力のもと、年１回の特定健

診での検査の呼びかけにつきましては、三沢

地区医師会に協力をお願いしてまいりたいと

考えております。

次に、御質問の第３点目、無職、無年金、

国民年金だけの方の特定健診の受診料を無料

で受けていただいてはどうかについてお答え

いたします。

御提案の無職の方々の受診料の無料化につ

きましては、当該年度の状況を把握すること

が困難でありますことから、現時点では考え

ておりませんので、御理解を賜りたいと存じ

ます。

次に、御質問の第４点目、６５歳以上を対

象に、５年間病院への通院、入院をしなかっ

た方を表彰してはどうかについてお答えいた

します。

表彰制度につきましては、平成２０年度ま

で、健康づくりの推進事業として、一定期間

医療機関を受診せず、かつ国民健康保険税を

完納している世帯を三沢市国民健康保険優良

世帯として表彰しておりました。

しかし、平成２０年度から高齢者の医療の

確保に関する法律に基づいて、生活習慣病の

予防対策を推進する特定健康診査及び特定保

健指導が実施されたことに伴い、これらを保

健事業の中心として位置づけたため、平成２

１年度からは表彰制度を廃止した経緯がござ

います。

このことから、現在も保健事業の位置づけ

に変わりはなく、表彰制度の再導入につきま

しては、現在、考えておりませんので、御理

解を賜りたいと存じます。

次に、御質問の第５点目、保健協力員と連

携した生活習慣病予防のための体制づくりを

してはどうかについてお答えいたします。

当市の保健協力員は、各町内会長の推薦を

受けて市長から委嘱され、健康づくりのため

のボランティア活動を行っております。

活動内容といたしましては、各地区におい

て、がん検診や特定健診受診の呼びかけや、

生活習慣病の予防のために、保健師、栄養士

とともに健康相談会や栄養教室を開催してお

ります。

また、地域と行政とのパイプ役として、研

修会で学んだ健康に関する情報伝達を行った

り、地区住民からの健康相談を受けて、専門

家の対応が必要な場合には、保健師につなぐ

役割も担っております。

しかし、各種健診受診率は伸び悩んでいる

のが現状で、市民の皆さんへの健康づくりへ

の意識をさらに高めるために、今後も市民に

保健協力員の役割について理解を深めてもら

えるよう活動のＰＲをし、全町内会に保健協

力員の配置を目指すとともに、地域との連携

を強化して、きめ細かい生活習慣病の予防活

動に今後も力を入れて取り組んでまいりたい

と考えております。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 奥本議員。

○４番（奥本菜保巳君） 御答弁ありがとう

ございました。
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それでは、一問一答方式で、質問順に再質

問をさせていただきます。

まず、基地問題の１点目について再質問を

させていただきます。

今、再編等の訓練状況等をお伺いしまし

た。そういう中で、やはり何といっても、苦

渋の選択で受け入れたといっても、これは市

民が基地被害、例えば騒音被害、墜落事故の

対応、さまざまな基地被害に対する不安を払

拭してもらう、それが前提だと思うのです。

今は、やはり、けさも７時に、私、すごい

音だなと思ってびっくりしたのですけれど

も、これは基地周辺住民の方にすれば、とん

でもない音ではないのかなというふうに、私

は大町ですから。こういうことに関して、き

ちんと対応する必要があるのではないのかな

というふうに思うのです。

騒音対策、これはいろいろと陳情等もして

いると思いますけれども、訓練状況等を深く

検証して、今、防衛事務所のほうで対策本部

というのを立てて、いろいろ騒音の計測等も

しているようですけれども、それとあわせ

て、三沢市も騒音対策というのをどのように

考えて、市民の安心・安全を守るのか。ま

ず、今ある課題と対策、今後どのように頑張

るのかということをちょっとお聞きしたいと

思います。

○副議長（野坂篤司君） 政策財政部長。

○政策財政部長（大澤裕彦君） 奥本議員の

再質問にお答えいたします。

特に飛行機の騒音問題対策に対しまして

は、防衛省を通じて民生安全対策を確実に

やっていただきたい。

特に本年度は、力を入れているのは住宅防

音の早期解消、待機者約７００件ぐらいござ

いますが、それをとにかく早くやってほしい

ということを強く防衛省のほうに要請してお

ります。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 奥本議員。

○４番（奥本菜保巳君） それでは、再々質

問をさせていただきます。

今、今後とも市民の防音工事等で基地の騒

音被害対策というのを徹底するというように

おっしゃっていましたけれども、私は、米軍

の再編と安全保障関連法が成立して、この訓

練がどんどん、次の質問ですけれども、ＣＶ

の訓練も来るとか、そういうふうな状況に、

今、本当に国防というものが大きく変わりつ

つあるなというふうに感じています。

米軍と自衛隊が三沢基地でどのような訓練

をして、どのように変わっていくのか。これ

は、米軍再編と安全保障関連の法律が通っ

て、それに関連して、防衛政策というのが今

度はどういうふうになって、それが三沢にど

ういうふうにかかわるのかということをしっ

かりと検証する必要があるのではないのかな

と思うのです。ただ来て、訓練して帰りまし

たではなく、今後、こういう法律も変わっ

て、三沢市がどういう状況に置かれるのか。

先ほど、市の三沢市総合戦略というのが、

長期的に掲げて三沢市の未来のためにという

ことでやると言っているのですが、私は、基

地版の三沢市総合戦略というのが絶対必要で

はないのかなというふうに思っています。

それは、やはり三沢市民の多くの方々は、

基地があって三沢市の経済が成り立っている

と。基地を雇用の誘致企業のように思ってい

たり、雇用の確保ですね。それと、さまざま

な補助金がつく。そういうふうな観光資源と

いうような形で、私は多くの市民の方が捉え

ているのかなというふうに感じています。

だけれども、これから本当に法律が変わっ

て、どんどん国の防衛というのは変わってい

くのと思うのです。その中で、三沢市がどう

いうふうな状況になるのかということをしっ

かりと、対策本部ではないですけれども、訓

練の状況も踏まえて、しっかり検証していく

ということが、やはり行政として必要ではな

いのかなと思うのですけれども、それについ

てお答えをお願いします。

○副議長（野坂篤司君） 政策財政部長。

○政策財政部長（大澤裕彦君） 再々質問に

お答えいたします。
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先ほども御答弁申し上げましたが、日米共

同訓練は、平成１８年５月の再編実施のため

の日米のロードマップに基づき実施されてお

ります。

それで、検証をする必要があるのではない

かということですが、平成１８年度以降、訓

練がふえているように感じるということでご

ざいましたが、例えば、再編にかかわらず、

日米の合同訓練ですが、平成１９年度は延べ

２０日行われております。２１年度は１４

日、２２年度は２０日です。２３年度は２

日、２４年度は１２日、２５年度は５日、昨

年度は６日。今年度は１４日という通知を受

けていますけれども。

そのほかに、２４年度から市で集計してお

りますが、平成２４年度の日米共同訓練は、

１２日間行われているうち、苦情が４件。７

０デシベル以上、５秒間以上の騒音発生回数

は９１８回で、１日平均７６.５回。平成２

６年２月に行われた訓練では、５日間で苦情

はゼロ件、騒音発生回数は３４９回、１日平

均６９.８回。それから、再編にかかわる２

６年６月に行われた訓練では、６日間で苦情

はゼロ件で、騒音発生回数は５９８回、１日

平均４６回。今年は１４日間で、現在までの

騒音発生回数は３３２回で、１日平均５５.

３回となっております。

ですので、特にふえているというような状

況はありませんし、防衛省からのお知らせで

は、米軍は既存の全ての日米合意を遵守する

という旨を述べておりますので、現時点では

特に三沢基地での訓練強化は増強していない

というふうに判断してございます。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 奥本議員。

○４番（奥本菜保巳君） 済みません、

ちょっと私の質問とかみ合っていないなとい

うのを今ちょっと感じていまして。

訓練がふえたか、ふえていないかというこ

とを聞いているのではなく、今後、今、法律

が変わった。私たちは戦争法と言っています

けれども、安全保障関連法が入る。自衛隊と

一体化という……。（発言する者あり）

質問ではないですよ。だから、質問の内容

が違っているので、私はこういうふうにする

べきだということを言って、次の……。（発

言する者あり）

再々にはならないです。だって、質問がか

み合ってないですから。答弁漏れというか、

私が聞いていることに答えていただいていな

いなということで言っているのであって、別

に、違うと思いますよ。（発言する者あり）

そういう状況が今来るということを。例え

ば、今はまだはっきりしていないと言って

も、ＣＶも訓練に来るというような話もある

わけですよね。そういう環境をしっかりと検

証していって、その訓練によって三沢市がど

ういう状態になるのかというのをきちんと把

握していく検証体制が必要なのではないです

かということをさっき聞きました。

○副議長（野坂篤司君） 政策財政部長。

○政策財政部長（大澤裕彦君） 先ほども御

答弁申しましたように、きちんと市のほうで

も検証していて、国の言うとおりにちゃんと

日米合意を遵守しているというふうに判断し

ておりますし、今後も、先ほど申しましたよ

うな検証はしていくという方針でございま

す。

以上です。

○副議長（野坂篤司君） 奥本議員。

○４番（奥本菜保巳君） 検証しているとい

うことで。今後、やはり大きく防衛が変わる

と思いますので、国防が変わると思いますの

で、しっかりとチェックしていく必要がある

と思います。

基地問題の２点目なのですけれども、ＣＶ

－２２の訓練なのですが、ＣＶ－２２という

のは、先ほども申し上げましたけれども、事

故率が大変高いということで、これはとても

受け入れられないなというふうに思っていま

す。

先ほども、この訓練が環境レビューで公表

されたけれども、実際にはっきりしないとい

うことで、今の段階では何も言えないという
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ことだったのですけれども、私は、やはり横

田基地を抱える周辺自治体、６市町あるので

すが、ここはそういうはっきりしていない前

提で、きちんと横田基地周辺市町基地対策連

絡会として協議をして、国に対して要請を

行っています。

平成２５年７月にも、ＣＶ－２２が配備の

候補に挙がったと、まだはっきかりしていな

い、候補になったという時点でも、きちんと

配備検討の撤回をちゃんと求めているので

す。なので、はっきりわかった時点でどうの

ではなく、私は横田基地を抱える周辺の連絡

会議、こういった行政と連絡を密にとって、

連絡を共有して対策をするべきではないのか

なと思うのですが、それについて御答弁をお

願いします。

○副議長（野坂篤司君） 答弁願いますが、

時間かかりますか。

政策財政部長。

○政策財政部長（大澤裕彦君） 先ほど市長

のほうから、横田基地周辺自治体がまだ受け

入れの可否をしていないので、現段階では時

期尚早であるというふうに御答弁申し上げま

したが、なおかつ東北防衛局からは、２年後

の配備の計画の運用については全くの未定で

あるという説明を私が受けました。ですの

で、現時点においては、いろいろな各方面か

らの情報収集に努めて、その後の意見集約と

か、そういうことの参考にさせていただきた

いと思っております。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 奥本議員。

○４番（奥本菜保巳君） それでは、再々質

問させていただきます。

ＣＶ－２２というのは、本当に横田基地を

抱える大都市の中で人口密集地ですよね。本

当に危険だということで、反対の声がすごく

多いのです。そういうふうなものがこの三沢

で、まだはっきりはしていないといっても、

運用される可能性もある。そういうときに、

例えば立川市とか昭島市とかありますけれど

も、こういう自治体と連携するというお考え

はありますか。それについて。

○副議長（野坂篤司君） 政策財政部長。

○政策財政部長（大澤裕彦君） 再々質問に

お答えいたします。

連携するというつもりはございませんが、

情報収集には努めてまいりたいと思っており

ます。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 奥本議員。

○４番（奥本菜保巳君） 続いて、行政情報

通信体制についての再質問をさせていただき

ます。

先ほども私、質問でも言いましたけれど

も、本当に市民の方から、聞こえないと。私

も部屋にいたときに流れていて、窓をあけた

り外に出したりして聞くのですけれども、や

はりなかなか聞き取れない。

高齢者の方であれば、パソコン等もなかな

か持っていない方もいらっしゃいます。そう

いう方々に対して、ホームページで行政の放

送内容を出していると言っても、やはりパソ

コンのない方もいらっしゃいます。そういう

場合にマックテレビがすごく有効なのだと思

うのですけれども、チャンネルをつけて、す

ぐわかるというふうに、そういう体制づくり

を今後、努力されるということで、それは再

質問はございませんが。

次の、今後検討していくという、２点目の

フリーダイヤルにかけて聞くという、これは

すごくありがたいなと思うのです。高齢者の

方々等は、今聞き逃したとなったときに、そ

の番号で、今何を言っていたのかということ

を知ることができるということは、本当に安

心につながりますし、防災の面でも大事なこ

とではないのかなというふうに思います。

今、検討されるというふうに言われました

けれども、一つのツールとして検討されると

いうことだと思うのですが、前向きに検討さ

れるのか、ちょっとお聞きしたいのですが。

○副議長（野坂篤司君） 総務部長。

○総務部長（宮古直志君） 行政情報通信体

制の再質問について答弁いたします。
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先ほど来お話ししましたけれども、これに

つきましては、さまざまある情報伝達手段の

一つとして検討してまいりたいと先ほど申し

ました。やはりこれにつきましては、私、先

ほど議員もお話ししたとおり、東北町でやっ

ていると。そのほかに、調べてみましたら八

戸市でもやっているということがございまし

た。これらの自治体に、今後いろいろ、どう

いう状況なのか、また、どういうメリット、

デメリットがあるのか、そういう情報等をた

くさんうちのほうでも吸収しながら、先ほど

申しましたように、今後これをどういう形

で、市民の方々の今後の御要望とか、そうい

うニーズがあると思いますので、そこら辺も

踏まえまして、そういうふうなことを考えな

がら、今後、検討課題とさせていただきたい

というふうに考えております。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 奥本議員。

○４番（奥本菜保巳君） それでは、健康問

題について再質問させていただきたいと思い

ます。

１点目ですが、先ほども、わざわざ足を運

んでいただいている方に粗品というか、そう

いう気持ちをちょっとつけてはどうかという

ようなことを提案させていただきまして、こ

れも検討課題として検討していただけるとい

うことでしたので、前向きにやっていただき

たいなということを、１点目はこれは質問は

しません。

２点目も、これは呼びかけのポスターもつ

くっていて、７カ所に掲示するということで

すけれども、ちょっと聞き逃したのですが、

これは既にもう掲示してあるのですか、７カ

所にいつ掲示するのですか。そこだけちょっ

と確認をさせていただきたいというふうに思

います。

○副議長（野坂篤司君） 民生部長。

○民生部長（山本智香子君） ポスターの掲

示についての再質問にお答えいたします。

国民健康保険課のほうでは、特定健診を

行っていただける医療機関へ既に掲示のお願

いをして、実際に行って届けてお願いをして

あります。ただ、その医療機関によりまし

て、ちょっとおくれている部分もあるかもし

れないですが、もう既にきちんと病院名を入

れて、健診を受けてくださいというふうな形

で掲示しておりますので、そういう状況でご

ざいます。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 奥本議員。

○４番（奥本菜保巳君） ありがとうござい

ます。

さまざまな努力をされているなというのを

すごく痛感しております。期待したいと思い

ます。

３点目なのですけれども、これは無職の方

とか無年金、国民年金の方というふうに私は

書いたのですけれども、そういう方々を、な

かなか該当者を決めて送れないというシステ

ム上のことだと思うのですけれども、できな

いということだったので、それは難しいとい

うふうに今聞きましてわかりました。

そこで、昨日のニュースで、厚労省が全国

３,０００世帯を対象に、所得と生活習慣の

調査というのを行ったのだそうです。やはり

所得が少ない人というのは、健康診断を受け

ていないという人が多いという調査結果が出

たというふうに、きのうニュースで入ってお

りました。

私は、このことからも、やはりこういうこ

とも検証して、今後、具体に無職、無年金と

かということではなく、非課税世帯等もあり

ますよね。そういう部分で、そのくくりで検

討されてはいかがかなと思うのです。やっぱ

りこういうデータも出ているわけですから、

低所得者の方々が健診を受けないというデー

タもありますので、それも踏まえて調査をし

ていただきたいと思うのですが、それについ

てはいかがでしょうか。

○副議長（野坂篤司君） 民生部長。

○民生部長（山本智香子君） ただいまの健

診の無料化について、できるのか、できない

のかという再々質問にお答えしたいと思いま
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す。

現在、その状況を知るためには、前年度の

申告に基づいて把握できるという状況にあり

ますが、ただ、無申告の方、あるいは去年は

収入があっても現在は収入がない方、あるい

は去年は収入がなかったけれども、現在、あ

る程度の収入を得る仕事についている方等々

がございまして、実際にどの時点でそれを判

断するかというふうな状況が難しいところが

あるかと思います。

ただ、その状況の把握については、税務課

のほうともちょっと協議をして、どのような

形で調査ができるのかという部分を考えさせ

ていただきたいと思います。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 奥本議員。

○４番（奥本菜保巳君） 御答弁ありがとう

ございました。

４点目の質問は、もうないのですけれど

も、ぜひとも受診率向上のために、さまざま

な観点から研究していただきたいなというふ

うに思います。

次に、５点目の保健協力員の体制づくりに

ついてなのですけれども、これで再質問させ

ていただきます。

今、町内会で人と人とのつながりというも

のを大変重要視して、三沢の行政は頑張って

いると思うのですけれども、その中で、今、

町内会が解散したというような話もあるとこ

ろで伺いまして、やはり町内会に限定して保

健協力員の方を選定されるのか、それとも、

それは抜きに、あらゆるところから保健協力

員の方を選出といいますか、お願いして増員

するのか。

やはり町内会がないところとか、推薦でき

ないというところがあれば、やはり地域で差

が出てくるわけですよね。だから、そういう

部分で、その辺のことをどのように対策を考

えられているのかをちょっとお伺いしたいと

思います。

○副議長（野坂篤司君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（小泉富男君） 再質問の５

点目にお答えいたします。

町内会からの保健協力員の推薦のあり方に

ついてでございますが、現在の保健協力員の

設置規程では、町内会からの連携を図って推

薦をいただくというふうになっております。

したがいまして、これを改めない限りは、変

更できないということになります。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 奥本議員。

○４番（奥本菜保巳君） 答弁漏れといいま

すか、町内会がないところの対策を今お聞き

したのですけれども、そういう場合のこれか

らの今後の対策です。

規程としては、町内会から選出するという

規程になっていると。でも、町内会がないと

ころがありますよね。町内会が解散してし

まって、なくなってしまったところもありま

す。そういうふうな場合の対応を今後考える

のかということをさっきお聞きしたのですけ

れども、その答弁がちょっと。

○副議長（野坂篤司君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（小泉富男君） 町内会に加

入されていない、脱退した地域の方……。

（発言する者あり）

会が解散したところの地域の方について

は、今後、検討しなければならない課題だな

と思っております。

こういった課題をクリアして、体制づくり

の構築、保健協力員の増員計画を図ってまい

りたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 以上で、奥本菜保

巳議員の質問を終わります。

─────────────────

○副議長（野坂篤司君） 以上で、本日の日

程は終了いたしました。

なお、明日も引き続き、市政に対する一般

質問を行います。

本日は、これをもって散会いたします。

午後 ２時５２分 散会


